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　学校教育法施行規則（昭和��年文部省令第��号）
第��条の�及び第��条の�の規定に基づき、高等学
校学習指導要領（昭和��年文部省告示第���号）の全
部を次のように改正する。�ただし、�この告示による改
正後の高等学校学習指導要領が適用されるまでの高
等学校学習指導要領の特例については、別に定める。
　平成元年�月��日

文部大臣　　西岡　武夫
　文部省は、臨時教育審議会（以下「臨教審」）、第��
期中央教育審議会（以下「中教審」）の答申などを踏
まえて、昭和���（����）�年�月に教育課程審議会（以下
「教課審」）に教育課程の基準の改善を諮問し、昭和��
�（����）�年��月に答申を受けた。これに基づいて高等学
校学習指導要領（以下「学習指導要領」）が改訂され、
平成元�（����）�年�月に告示、平成��（����）�年度から学
年進行により実施された。
　改訂に先立ち、教課審答申で示された改善のねらい
は、①豊かな心をもち、たくましく生きる人間の育成、
②自ら学ぶ意欲と社会の変化に主体的に対応できる能
力の育成の重視、③国民として必要とされる基礎的・
基本的な内容を重視し、個性を生かす教育の充実、④
国際理解を深め、我が国の文化と伝統を尊重する態度
の育成の重視の四つである。これは個性尊重の教育、
生涯学習社会への移行などを提言した臨教審答申など
を背景にしたものである。
　学習指導要領の主な改訂事項としては、次のような
ものがあげられる。
①　卒業に必要な単位数などは従前のままであるが、
女子のみ必修だった家庭科の男女必修化、社会科の
地理歴史科と公民科への再編と世界史の必修化など
に伴い、必修教科・科目及び単位数が増加された。
②　普通教育に関する教科は従前より��科目増、職業
教育に関する科目は��科目増と大幅に増やされ、よ

り多様な選択を可能にするとともに、生徒が自由に
選択履修することができるようになった。
③　設置者の判断で普通科においても「その他の科目」
及び「その他特に必要な教科」の開設が可能となり、
このうち��単位までを卒業に必要な単位数に含める
ことができるようになった。
④　職業教育を主とする学科においては、学習指導要
領が示すもの以外でも、設置者の判断で必要な場合
は複数の分野にまたがる学科を設置することができ
るようになった。
⑤　全日制の課程において、授業は年間��週を標準と
することは従前のままであるが、特に必要な場合、
各教科・科目の授業を特定の学期又は期間に行うこ
とができるようなった。
⑥　各教科・科目の内容を学期の区分に応じて�単位
ごとに分割して指導することもできるようなった。
⑦　�単位時間は��分を標準とすることは従前のまま
であるが、教科・科目の特質等に応じて授業の実施
形態を弾力化できることが明確化され、単位時間の
弾力的運用の推進が図られた。
⑧　留年が中退者増加の原因の一つであることを考慮
して、高校段階は単位制が併用されていることを踏
まえ、各学年の課程の修了認定を弾力化するよう配
慮することが示された。
⑨　卒業までに履修させる「教科・科目及びその単位
数」を各学校が定めることは従前のままであるが、
修得については「単位数」を定めるにとどめ、履修
と修得の区別の明確化が図られた。
⑩　定時制及び通信制の課程において、入学後の大学
入学資格検定試験合格科目に加えて、入学以前の合
格科目も高校の単位として認定できるようになった。
⑪　ホームルーム活動とクラブ活動については、それ
ぞれ週当たり�単位時間以上を配当するとしていた
ものを、合わせて�単位時間以上を配当すると改め、
さらにクラブ活動については部活動で代替できるよ
うになった。�
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　学校教育法施行規則（昭和��年文部省令第��号）
第��条の�及び第��条の�の規定に基づき、高等学
校学習指導要領（平成元年文部省告示第��号）の全
部を次のように改正する。この告示による改正後の
高等学校学習指導要領が適用されるまでの高等学校
学習指導要領の特例については、別に定める。
　平成��年�月��日
　　　　　　　　　　　　　文部大臣　　有馬　朗人
　文部省は、平成���（����）�年�月に学習指導要領を前
述のように告示した。今回の改訂の基本的なねらいは、
平成���（����）�年�月の教課審の答申を受けて、完全学
校週五日制の下で、「ゆとり」の中で「特色ある教育」
を展開し、生徒に自ら学び自ら考え「生きる力」を育
成することである。これに基づいて、学習指導要領を
改訂の上、平成���（����）�年�月に告示、平成���（����）
�年度から学年進行により実施された。
�������	

　教課審答申のうち、教育課程の基準の改善のねら
いに見られるように、次の�点が基礎的なねらいと
してすえられている。�
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　完全学校週五日制のもとで、修得単位数を削減す
るとともに、将来いずれの進路を選択する生徒にも
共通に履修させるものとして、国が定める必修教
科・科目の最低単位数を削減する。他方、学校・生
徒の選択の幅を広げ、主体的・自立的な学習を推進
し、選択科目や学校設定科目の履修をとおして、生
徒の興味・関心、進路希望等に応じ、それぞれの分
野について、より深く高度に学ぶ仕組みを整え、そ
れぞれの能力を十分伸ばすことをめざした高校教育
を展開する。
��������

　高校の教育課程は、各教科・科目、特別活動に�「総

合的な学習の時間」を加えて構成する。普通教科に
必修教科「情報」、専門教科に教科「情報」、「福祉」
を新設する。
　普通科においては、現行�教科が情報の新設によ
り��教科となり、この情報と外国語が新たに必修教
科となった。�また、科目数は、例えば理科の「ＩＡを
付した科目」等が総合的な性格を持った科目に統合
されたため、現行の��科目から��科目に再編された。
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　高校の卒業に必要な各教科・科目の修得総単位数
については、全日制、定時制及び通信制の課程の区
別にかかわりなく、高校の卒業に必要な修得総単位
数は同じであることが適切であるという考えのもと
に、卒業に必要な修得総単位数は、完全学校週五日
制の実施に伴う授業時数の減少を考慮し、現行の��
単位以上を��単位以上とすることとなった。
　また、必修教科については、国語、地理歴史、公
民、数学、理科、保健体育、芸術、家庭に加え、外
国語、情報の��教科になった。
　保健体育を除く全教科が選択必修になり、複数の
科目の中から選択的に履修できるようにする選択必
修を基本に、必修科目が設定された。そのため、こ
れまでは必修として�科目に限定されていた国語、
数学についても、複数科目から選択できるように
なった。
　必修教科・科目の最低合計単位数は、現行では、
普通科は��単位、専門学科及び総合学科は��単位と
なっているが、すべての学科において��単位とする
こととなった。
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　専門学科における専門教育に関する各教科・科目
の必修単位数は、高校の卒業に必要な修得総単位数
及び必修教科�・�科目の単位数の削減のほか、�生徒の多
様な実態に応じた教育課程の編成を可能にするなど
の観点から現行の��単位以上が��単位以上となった。
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　全日制の課程における週当たりの標準授業時数に
ついては、完全学校週五日制の実施に伴い、現行の
��単位時間を��単位時間に削減することとなった。
　また、特別活動の授業時数については、クラブ活
動の廃止伴い、��単位時間のうち、��単位時間は授
業、�単位時間以上がホームルーム活動となった。
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　「総合的な学習の時間」については、卒業までに
���～���単位時間を配当し、�～�単位を付与する。
�「総合的な学習の時間」のねらいは、①自ら課題を見
つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、より
よく問題を解決する資質や能力の育成（生きる力の
育成）②学び方やものの考え方を身に付け、問題の
解決や探究活動に主体的、創造的に取り組む態度を
育て、自己の在り方生き方を考えられるようにする
ことである。
　学習活動の例として、①国際理解、情報、環境、
福祉・健康などの横断的・総合的な課題についての
学習活動　②生徒が興味・関心、進路等に応じて設
定した課題について、知識や技能の深化、総合化を
図る学習活動　③自己の在り方生き方や進路につい
て考察する学習活動の�点があげられている。高校
においては、課題研究など特定の課題について探究
し、研究報告書にまとめたり、作品を制作するなど
が考えられる。
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　現行の学習指導要領では、「その他の科目」、「その
他特に必要な教科」と示されているが、今回の改訂
でそれぞれ「学校設定科目」、「学校設定教科」と改
められた。現行の学習指導要領では、教科・科目の
名称、目標、内容、単位数などを学校の設置者が定
めるとしているが、これを改め、教科・科目の新設
については学校裁量となった。
　なお、この教科・科目を卒業単位に含むことがで
きるのは、現行と同じ��単位までとなっている。
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　�単位時間を��分とし、��単位時間の授業を�単
位として数えるのは従来どおりであるが、今回の改
訂で授業の�単位時間については、各学校において
各教科・科目等の授業時数を確保しつつ、生徒の実
態及び各教科・科目等の特質を考慮して適切に定め
ることとなった。
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　教育課程の編成に当たっての配慮事項の中で、現
在及び将来の生き方を考え行動する能力や態度を育
てるようにするため、「ホームルーム」や「産業社
会と人間」等の科目などをとおして、ガイダンス機
能の一層の充実を図ることが求められている。
　また、教員間の協力体制を強化するとともに、生
徒の習熟の程度に応じた弾力的な学習編成を行うな
ど、指導方法や指導体制を工夫・改善することが述

べられている。
　我が国の学校教育では、旧来、画一、一斉、横並
び、結果の平等意識が強く、生徒の才能を発見し、
その才能を伸ばす教育が十分でなかったといえる。
多様化された教育課程の中には、相応の能力を持ち、
しかも学習意欲の高い生徒が求めるより高度な学習
内容に対応した科目が設置されているだけに、生徒
の能力・適性などに配慮した教育を徹底することが
望まれる。
　さらに、今日の高度情報通信社会に対応するため、
各教科・科目の指導に当たっては、コンピュータや
情報通信ネットワークを一層活用し、生きる力を身
に付けさせることが必要である。教科「情報」の中
の「情報Ａ」、「情報Ｂ」、「情報Ｃ」の選択必修をと
おして、情報についての科学的な理解と情報活用の
実践力、情報化社会に参画する態度等を育成すると
ともに、他教科・科目においても情報活用を十分視
野に入れ指導することが大切である。
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　新学習指導要領における専門教科に関する記述
の量は、現行の学習指導要領の���倍となってい
る。また、現行の学習指導要領では「各教科」と
して普通教科と同じ章に入っているのに対して、
新学習指導要領においては、「専門教育に関する
教科」として独立した章で設けられているなど、
構成上改善が図られた。
　専門教科に関する記述が���倍にもなった理由
は、従来の学習指導要領においては各専門科目の
内容を項目のみ示していたのに対して、新学習指
導要領では普通科目と同様に各科目の内容、取り
扱い方などを明記したためである。この背景には、
従来の記述が簡略であったため、教科書の内容や
授業がややもすると高度になりすぎる傾向がある
ことに歯止めをかけ、専門教育における基礎・基
本的な内容をより重視しようという意図がある。
　学習指導要領の改訂のもとにされた教課審答申
及び理科教育及び産業教育審議会（以下「理産審」）
答申においては、社会の変化や科学技術の進展に
伴って「卒業後すぐに特定の産業分野に従事する
ことを前提とした教育課程では、社会のニーズや
生徒の希望に十分に対応できなくなっている」（理
産審答申）と指摘し、「将来のスペシャリストとし
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て必要な専門性の基礎的・基本的な知識と技能を
確実に習得させる」（教課審答申）ことを求めて
いる。これは平成��（����）�年�月に文部省の「職
業教育活性化調査研究協力者会議」がまとめた報
告書「スペシャリストへの道」に端を発するもの
で、高校での専門教育は、高等教育機関や職能開
発施設、ひいては生涯学習全体をとおした継続教
育の基礎・基本となる部分を担うべきだという考
え方に立脚している。このため、今回の専門教
科・科目の改訂は、基礎・基本の重視という方針
で貫かれているといえる。
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　理産審答申は、専門教育の改善の視点として基
礎・基本の重視のほかに、「社会の変化や産業の展
開」、「地域の産業界とのパートナーシップの確
立」、「各学校の創意工夫を生かした教育の展開」
などをあげている。
　新学習指導要領では「社会の変化や産業の動向」
への対応として、専門教科では新たに「情報」と
「福祉」が創設された。これにより従来は商業や
工業、家庭などの学科の中で、いわゆる小学科に
過ぎなかった情報、福祉が工業などと並んで独立
した大学科として誕生することになった。
　「個性を伸ばす教育」では、学科によって�～�
科目と異なっていた専門学科の原則履修科目数が、
各学科とも�科目に統一された。原則履修の�科
目は、「工業技術基礎」など基礎的・基本的内容
で構成される科目と、「課題研究」など問題解決能
力を育てる科目の�種類に分けられた。
　「産業界とのパートナーシップ」の対応では、学
習指導要領総則の指導計画作成の配慮事項の中で、
職業教育については、「就業体験の機会の確保」に
ついて配慮することが強調され、現行の「現場実
習」が「就業体験」に代替変更された。その上で、
「実習時間数の合計の��分の�以内」とされてい
た代替措置の時数制限が撤廃された。このほか、
「各学校の創意工夫」の関係では、学習指導要領
の別表に示されていた��学科に上る標準的学科の
例示が廃止され、独自で学科の名称が決められる
ようになった。
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　新学習指導要領では、専門教科・科目が現行の��
教科���科目から��教科���科目に再編されている。
　また、「家庭」は学習指導要領の構成上、普通教

科と専門教科が一緒になっていたが、新学習指導要
領では、専門教科の章が独立したため、普通教科の
「家庭」と専門教科の「家庭」に分けられた。
　主要な教科・科目の改訂の要点は、次のとおりで
ある。
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　現行の��科目が��科目に削減された。原則履修
科目は、「農業基礎」、「農業情報処理」、「総合実
習」、�「課題研究」の�科目から、「農業科学基礎」
又は�「環境科学基礎」いずれか�科目と、「課題研
究」の�科目となった。新設科目は、原則履修科
目の「環境科学基礎」と農村機能を活用した余暇
活動の展開に必要な知識・技能を習得させる「グ
リーンライフ」の�科目である。このほか、「生物
工学基礎」はバイオテクノロジーの急速な進展に
対応するため、「植物バイオテクノロジー」、「動
物・微生物バイオテクノロジー」に再構成して内
容が充実された。「養蚕」、�「農地開発」、「食品製造
機器」の�科目は削除された。
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　現行の��科目が��科目に削除された。原則履修
科目は、「工業基礎」、「実習」など�科目から、「工
業技術基礎」、「課題研究」の�科目となった。科
目の目標に環境問題への配慮が付け加えられてい
るものの、科目構成では新設科目はない。ただし、
「化学工業安全」、「環境工学」�、「環境保全」�の�科
目は「地球環境科学」に整理統合され、地球環境
への安全や管理運営に関する知識・技術の習得な
どの内容が盛り込まれている。科目の名称では、
「コンピュータ応用」がマルチメディアのハード
技術の包含により「マルチメディア応用」、また、
国際化への対応として「工業英語」が「工業技術
英語」に変更された。「造船工学」、「工業計測技
術」、「地質工学」の�科目は削除された。
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　現行の��科目が��科目に削減された。原則履修
科目は、「総合実習」、「課題研究」から「ビジネ
ス基礎」、「課題研究」の�科目となった。教科の
目標の中に「ビジネスに対する望ましい心構えや
理念を身に付けさせる」ことが追加されるととも
に、科目「経営活動」が「ビジネスの諸活動」に
名称変更された。新設科目は、原則履修科目の
�「ビジネス基礎」�科目のみである。このほか、
サービス経済化への対応として「流通経済」、「商
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品」が「商品と流通」、国際化への対応として「商
業経済」、「経営」、「国際経済」の�科目が「国際
ビジネス」、情報化への対応として「情報管理」、
「経営情報」の�科目が「ビジネス情報」に整理
統合された。
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　現行の��科目が��科目に削減された。科目「水
産一般」が「水産基礎」、「漁場環境」が「海洋環
境」に名称変更されたほか、新科目として「ダイ
ビング」が設けられた。
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　現行の��科目が��科目に削減された。新設科目
の「生活産業基礎」は、生活産業のサービス化に
対応するため原則履修科目として、「食文化」は調
理師試験の受験資格改正に伴うものとして設けら
れた。また、少子化対応として「保育原理・技術」、
「小児保健」、「児童心理」、「児童福祉」の�科目
が、「発達と保育」と「児童文化」の�科目に整
理統合された。このほか、科目「服飾デザイン」
が「ファッションデザイン」、「食物」が「フード
デザイン」、「住居」が「リビングデザイン」にそ
れぞれ名称変更されたほか、�「家庭経営」、�「被服管
理」の�科目が削除された。
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　教科の目標、科目構成は現行どおりである。高
齢化の進展を受けて、科目「成人看護」が「成
人・老人看護」に名称変更され、在宅看護などの
内容が充実された。
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　情報化の進展に対応して新たに創設された教科
で、「情報と表現」、「アルゴリズム」、「情報システ
ムの開発」など��科目で構成されている。原則履
修科目は、「情報産業と社会」と「課題研究」の
�科目である。教科の目標は、「情報の各分野に
関する基礎的・基本的な知識と技術を習得させ、
高度情報通信社会の諸課題を主体的、合理的に解
決し、社会の発展を図る創造的な能力と実践力を
育てること」と示されている。工業や商業など従
来の産業の枠にとらわれずに、情報産業関連分野
に従事するための基礎・基本を育成することがね
らいである。情報に関する学科では、情報に関す
る科目の総授業時数の��分の�以上を実験・実習
に当てることとされている。
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　情報と同様に新たに創設された教科で、「基礎
介護」、「社会福祉援助技術」など�科目で構成さ
れている。原則履修科目は、「社会福祉基礎」と
「社会福祉演習」の�科目である。社会福祉の基
礎的・基本的な知識と技術を総合的・体験的に習
得させることが教科の目標として示されている。
介護保険の実施などに伴い、介護福祉士、ホーム
ヘルパーなどの人材育成をねらいとしたものとい
え、介護福祉士の受験資格を満たす教育内容と
なっている。また、福祉に関する学科では、福祉
に関する科目の総授業時数の��分の�以上を実
験・実習に当てることとされている。�

　　　
�������	��
��
����

��������	
��
������

　昭和���（����）�年�月に文部大臣から「高等学校にお
ける今後の職業教育の在り方について」の諮問を受け、
産業教育分科会において審議が行われた。
　文部省においては、昭和���（����）�年�月から産業教
育教科調査委員会議を発足させ、エレクトロニクス、

サービス経済、勤労体験学習の三つの部会を設けて専
門的立場からの検討が進められるとともに、企業に対
して工業及び商業高校の卒業者に対する評価や今後の
職業教育の改善に関するアンケート調査が実施された。
その後、審議のまとめが公表され、昭和���（����）�年�
月に答申された。

（中略）
　本審議会では、このような認識のもとに高校におけ
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る今後の職業教育の在り方について、次のような改
善・充実等を図る必要性を提言している。
�������	
��

��������	
��

�����

������������	
��
�����������

��������	
��
��������

��������	
��
������

�������	
��


��������	
��
����

　職業学科は、特定の職業分野にかかわる専門教育
を効果的に実施するためのものであり、現在では、
農業、工業、商業、水産、家庭及び看護の分野ごと
にさらに専門分化したいわゆる小学科が地域の実情
等に応じて置かれている。
　職業学科の構成ついては、設置者において産業経
済の発達状況や地域性などを勘案しながら判断すべ
きものであるが、生徒の発達段階や進路意識の成熟
度などから見て、あまり特定の専門分野に細分化し
過ぎることのないよう、国が高等学校学習指導要領
において標準的な学科として総合的ないし基幹的な
ものにとどめるよう配慮を求めている。
　今後の技術革新の進展や社会的需要等に伴って、
高等学校の職業教育として新たに導入したり、充
実・強化を図ったりすることが必要な専門分野も出
てくることから、変化に適切に対応できるための学
科の統合と分化について不断の検討を続けること。
その際、既存の学科の改組・転換についても考慮す
ることが必要である。
　また、多様な魅力のある職業教育を行っていくた
めには、職業学科そのものを特色あるものにしてい
くことも重要である。職業学科の設置や運営に当
たっては、将来の進路が明確な生徒に対して特定の
専門分野を深める学科、ある専門分野における基礎
的・共通的な内容を幅広く履修させる学科（例えば、
工業に関する学科では、「工業基礎」、「工業数理」、
「製図」などの基礎的・共通的な内容を主として履
修させる学科など）あるいは農業、工業、商業等の
学科区分を超えたいわば複合的な内容の学科など
種々の観点を考慮し、十分その特色が発揮されるよ
う努めていく必要がある。
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　我が国における経済社会の変化に対応して職業学
科の教育内容の適切な改善・充実がなされる必要が
あるが、その主なものとしては、まず、社会の情報

化への対応があげられる。
　我が国は、今後、情報処理分野や電気通信分野に
おける技術革新の進展に支えられて高度情報社会に
移行し、農業における生産環境情報システム、流通
業における販売情報管理、交通分野等の座席予約
サービス、医療におけるコンピュータ利用の診断シ
ステムなどに見られるように、産業の各分野にわ
たって情報の生産、流通がますます増大することが
予測される。このため、商業や工業における情報関
連学科の教育内容の改善・充実とともに、それ以外
の職業学科においても、それぞれの専門分野に関す
る情報を効果的に利用できるためのソフトウェアに
関する基礎的な知識・技術を身に付けさせる教育が
必要とされてきている。このような教育が各職業学
科において進められるよう、商業や工業以外の学科
にも情報に関する基礎的科目を新設することなどを
検討することが必要である。
　また、我が国においては、所得水準の上昇や国民
の生活関心の変化などから、社会のサービス需要が
増加しつつあり、情報サービス、リース等の対事務
所サービスや健康、観光、福祉等の対個人サービス
などサービス業の多様な展開が見込まれている。商
業に関する学科においては、従来、物の売買と事務
に関する内容を中心としていたが、今後、このよう
なサービス業関連の内容についても一層配慮してい
く必要があり、商業の教科にこれらの産業の経営管
理に関する知識・技術を習得させる科目を新設する
ことなども研究すべきである。一方、家庭に関する
学科にあっても、国民の生活関心の多元化や女性の
職場進出等による家事労働の代替外部サービスへの
依存傾向を受けて、生活関連サービス業に従事する
人材の養成を図ることができるよう、教育内容の改
善を進めていく必要がある。
　農業・水産分野においては、今後の新しい技術と
してバイオテクノロジーが進展しており、これへの
対応が課題となっているので、農業・水産に関する
学科における教育内容として、これに対する一層の
配慮が必要である。
　さらに、新金属・無機材料を含む新素材について
も、金属・窯業等工業に関する学科において、その
指導に配慮する必要がある。
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　経済社会の変化等に適切に応ずる職業教育を実施
するためには、単なる教育内容の改善・充実だけに
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止まることなく、新しい学科を設置した方が効果的
である場合もあろう。
　そのような点から、今後、新設が適当であると考
えられる学科の例をいくつか示すと、まずいわゆる
メカトロニクス化に対応して、機械技術と電子技術
を一体化して習得させる「電子機械科」があげられ
る。工業に関する学科にあっては、これまで電気・
電子系学科と機械系学科はそれぞれの専門性を持つ
独立した学科として設置されてきている。しかし、
最近におけるＮＣ工作機械、産業用ロボット、自動
設計製図装置（ＣＡＤ）などの普及発展により、加
工組立産業の分野での生産様式の変貌が著しく、機
械と電子に関するそれぞれの技術の融合による自動
化、システム化が進んでいることから、「電子機械
科」のような学科を設置して、両者の技術を身に付
け、それらの高度な生産システムの運用・管理に従
事できる人材を育成する必要がある。また、学校自
体においても、既存の機械系学科などの内容の改善
を行い、エレクトロニクスに関する教育をさらに充
実させていく必要がある。
　さらに、ニューメディアの出現やＶＡＮ（付加価
値通信網）、ＩＮＳ�高度情報通信システム�の形成
などに見られるように、エレクトロニクスの進展に
伴う情報技術の発展は経済社会にさまざまな影響を
及ぼしつつあり、情報関連産業の一層の成長も見込
まれる情勢にある。情報処理教育については、これ
まで商業に関する学科に情報処理科を設置してその
推進を図ってきたところである。しかし、これらを
一層充実させるとともに産業や家庭などの広域な分
野におけるハードウェア、ソフトウェアの開発・応
用・保全など最近の情報処理に関する多様なニーズ
に応えることができるようにするため、情報処理科
と情報技術科とを合わせたような新しい情報関連学
科を設置することも考慮すべきである。さらに、経
済社会のサービス化・ソフト化や国際化に応ずるた
めの新しい学科も必要である。例えば、経済の国際
交流の活発化に備え、国際経済に関する一般的な理
解と外国語によるコミュニケーション能力の育成を
図っていくための「国際経済科」、農業経営に当たっ
て農作物を栽培する技術に加えてマーケティング、
物的流通、情報処理などの知識・技術も一層必要と
されてきている状況に対応して、農業に関する科目
と商業に対する科目とを融合させ、選択して履修さ
せる「農業経済科」、あるいは国民の福祉に対する多

様なニーズに応えるため、福祉関連業務に従事する
人材を育成する「福祉科」などの設置について、地
域の実情等も踏まえながら検討を行っていく必要が
ある。
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　昭和����年に改訂された高等学校学習指導要領にお
いては、高等学校教育が生徒の多様な実態に応じら
れるようにするため、必修の各教科・科目とその単
位数の削減、卒業に必要な修得総単位数の引き下げ、
授業時数の弾力化、専門学科における専門教育に関
する各教科・科目の最低必修単位数の引き下げなど
教育課程の弾力的な編成を可能にするための各般の
措置が講じられた。職業学科においても、この改訂
の趣旨を生かした特色ある教育課程の編成が求めら
れ、各学校で改革が進められた。
　最近の新規学卒者については、読み書きの能力や
計算力あるいは社会常識といわれる基礎的な能力、
さらには働くことに対する積極的な態度が、以前と
様相を異にしてきているのではないかという指摘が
なされていることから、職業学科においてもこのよ
うな指導に十分配慮していく必要がある。
　以上のような基礎・基本にかかわる点にも留意し
ながら、各学校において地域や生徒の実態、産業経
済の動向等を踏まえ、適切な選択コースを設けたり、
新しい教育内容を取り入れたりして特色ある教育課
程が編成されるよう努めていく必要がある。
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　職業学科としても、高等学校学習指導要領改訂の
趣旨を踏まえたさまざまな改善が進められているが、
ややもするとその改善が農業、工業、商業等のそれ
ぞれの学科に枠内でのそれにとどまっている実態に
あったといえる。したがって、これからは、例えば、
農業に関する学科や工業に関する学科で簿記やマー
ケティイングなどに関する科目を設けるなど、学科
間の枠を超えた各教科・科目の履修ができるように
することなども必要に応じて講ずるべきである。
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　生徒の多様な実態に応じて個々の生徒の興味・関
心や進路希望等に即した教育活動を一層適切に進め
ていくためには、現行の教育課程の領域についても
弾力化し、例えば「課題研究」（仮称）のような新
しいものを設けることができるようにする必要があ
るという意見も強く出されている。
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　これを、教育課程の新しい領域とするか、教科に
属する科目とするか、あるいは特別活動の中で取り
扱うこととするかは今後さらに検討する余地が多い。
このような新しい領域等を設けることによって、例
えば、職業資格の取得等のための学校の内外におけ
る準備学習、個人又はグループによる課題解決のた
めの継続的な活動、産業の実際の場に入っての体験
的学習などの幅広い学習が進められやすくなり、生
徒の能力・適性、興味・関心、進路等に応じた指導
上の工夫がより一層可能になると考えられるので、
このような領域等が学校の必要に応じて設けられる
よう、その在り方を研究する必要がある。
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　職業教育を一層多様で魅力あるものにするために
は、学校・学科間の協力・連携の推進や教育センター
等共同利用施設の積極的な活用を図ることも効果的
である。学校や学科間の協力に関しての具体的な方
途としては、職業教育担当教員の交流、職業教育に
関する施設・設備の相互利用、各教科・科目等の履
修のいわゆる相互乗り入れなどが考えられる。また、
他の高等学校で修得した単位を認めていくようにす
る、いわゆる単位互換の方策も検討する必要がある。
　さらに、農業、工業、商業、家庭等の複数の学科
を置くいわゆる集合型の職業高等学校も、学科間に
わたる多様な選択履修や施設・設備の有効利用など
の面で利点があり、地域の実情によっては設置する
ことに意義があると思われる。しかし、このような
学校については、一方においては、学校運営上の複
雑化や生徒指導・進路指導上の問題なども含んでい
るので、その組織や運営についての工夫を十分行っ
ておく必要がある。
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　高等学校教育の多様化、弾力化の要請に応え、生
徒により一層多様な職業教育の機会を提供するため
には、個々の高等学校における措置や高等学校間の
協力・連携だけでなく、専修学校等との連携を図る
ことも検討すべき課題として取り上げる必要がある。
　そのための方途の一つとして、新たに「課題研究」
�（仮称）のようなものを設け、生徒が専修学校等で学
習した成果を高等学校において各教科・科目に準ず
る単位として認めるためのいわば受け皿的なものと
して活用していくことも考えられよう。
　専修学校等との連携の円滑化を図るためには、高

等学校と専修学校等とが密接に連絡・協議したり、
教育委員会が必要な基準を示すなど積極的な指導や
援助を行ったりすることのほか、専修学校等の側に
おける教育を充実していくことが大切である。この
ため、専修学校の高等課程における教育の普及・充
実を図るほか、専門課程を置く専修学校においても
高等学校の生徒が受講できるような基礎講座や別
科・速成科を開設するなどの工夫を行うことが望ま
れる。また、制度的に、一定の要件のもとに高等学
校への編入学を認めたり、卒業者に対して大学入学
資格を付与したりすることも、今後検討していくべ
き課題である。
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　高等学校の職業教育は、これまで地域社会とのか
かわりを持ちながら発展してきた面もあり、伝統工
芸品産業や地場産業をはじめ各分野にわたる地域産
業の振興に果たしてきた役割もまた大きいものがあ
る。このような地域社会や産業界への人材供給とい
う側面も今後の職業教育の重要な課題である。
　このため、高等学校の職業教育は、地域社会等と
十分な連絡・連携を図ることなどにより地域に開か
れたものにするとともに、地域における経済社会の
発展に寄与できるような人材を育成することが必要
である。
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　勤労体験学習（勤労にかかわる体験的な学習）は、
体験的、実際的な面での教育が不足しがちな実情か
らその必要性が唱えられ、昭和����年の高等学校学習
指導要領の改訂においてすべての生徒を対象として
学校の教育活動全体の中に位置付けて実施すること
とされた。
　このような勤労体験学習のねらいを達成するため
の活動内容は、作物等の生産、作品等の製作、奉仕
活動、校内環境美化活動、職業に関する啓発的経験
など幅広い分野が考えられる。これらの活動は、そ
の内容分野や実態・形態によって期待される効果が
異なる面もあるので、学校においては、地域や学校
等の実態を踏まえて生徒による選択的な活動を含め
たいくつかの活動を選定し、それらを適切に組み合
わせて実施することによって、すべての生徒が勤労
体験学習のねらいにふさわしい活動を体験できるよ
うにすることが必要である。
　その際、�「農業基礎」、�「工業基礎」、�「総合実践」など
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の基礎的な職業科目（職業に関する各教科・科目を
いう。）にあっては、学校や生徒の実情に即しながら
ある程度系統的な学習が展開できることや、これら
の科目の履修がその後の職業科目の選択履修等にも
生かされることなどが期待できることから、これら
の科目を適宜導入、活用していくことが望ましい。
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　高等学校の普通科においても卒業後直ちに就職す
る生徒がかなり多くいるが、激しい受験競争の影響
などもあって、職業意識の涵養や職業に関する教育
が必ずしも十分行われているとはいいがたい。
　したがって、普通科を置く学校においては、生徒
の就職状況等を見ながら必要に応じて適当な職業科
目を幅広く開設するなどして、生徒が適切に選択履
修できるよう努めていく必要がある。
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　普通科における職業科目の履修については、既存
の職業科目を活用をするとともに、今後の課題とし
て、「職業一般」、「技術一般」、「情報基礎」といっ
た職業や技術などについての基礎的な内容の習得を
ねらいとした教科・科目の設置について検討する必
要がある。
　このような新たに設置される教科・科目は、勤労
体験学習として職業科目の履修を進める場合にも有
用となろう。
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　目的意識を持った意欲的な学習活動を促すことに
もつながるので、各種の職業資格や技能・技術検定
をめざすことは望ましい。
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　　職業教育を改善するためには、生徒の指導を直接
担当する教員に期待する面が非常に大きいため、技
術革新の進展など経済社会の変化を把握し、それに
対応して指導方法等を改善するなどの積極的な努力
が求められる。
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　中学校の進路指導、特に生徒の志望校選択の指導
については、いわゆる偏差値のみが重視され、生徒
の能力・適性や進路希望等に応じた適切な学科の選
択が行われるようなものには必ずしもなっていない
状況が見られる。職業学科における専門教育が成果
を上げるためには、進路に対する目的意識を明確に
持った生徒を多く受け入れていくことが必要である。

　一方、高等学校の進路指導については、生徒の卒
業後の進路が一層多様になってきたことにかんがみ、
生徒に職業等に関する幅広い情報を収集させ、将来
の進路に対する関心と自覚を持たせながら、主体的
に自己の進路を選択決定できる能力を育てるように
する必要がある。とりわけ、職業学科においては、
職業教育の効果を一層高めるためにも、専門教育を
深めていく過程で進路指導を並行的に充実させるよ
う配慮すべきである。
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　進路への目的意識、学習意欲や能力・適性を持っ
た生徒を入学させるためには、学科の特色を発揮さ
せたり、効果的な教育を実施することが必要である。
このようなことが可能な選抜方法の工夫が求められ
ている。
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　高等学校の職業教育の改善を実効あるものとして
いくためには、施設・設備の充実など物的諸条件の
整備が重要であることはいうまでもない。産業教育
復興のための施設・設備については、産業教育振興
法に基づく助成措置により、これまで計画的な整備
が図られてきている。しかし、最近における非常に
厳しい財政状況の中にあっては、既存の施設・設備
の効果的な活用を一層図るとともに、我が国の産業
や技術の発展の動向を踏まえ効果的な整備を進めて
いく必要がある。�また、�社会の高度情報化や今後の技
術革新の一層の進展等による産業経済の著しい変化
に対応できるよう、施設・設備のより一層の弾力的
な整備や助成の方途についても検討する必要がある。
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　大学・短期大学の現状については、新たに設けら
れた技術科学大学が高等学校の工業に関する学科修
了者の入学についても配慮したり、一部の私立大学
等で職業学科における学習を生かすことのできる教
育課程を設けたりしているが、全般的には、このよ
うな例は少ないといえる。したがって、職業学科で
習得した知識・技術の上に立って体系的・発展的な
学習ができるよう、高等学校の職業教育と高等教育
との接続について一層配慮することが望まれる。ま
た、職業教育の深化や職業資格の取得を図るための
継続教育の場として専攻科を置いている高等学校も
あるが、このような継続教育を一層拡充・整備する
ことも必要である。
　なお、高等学校における専門教育を深めるために



��

��������

は、修業年数が�年を超える全日制の課程の高等学
校も設けることができるように修業年限を弾力化す
ることを検討する必要がある。
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　理産審の本答申に向けての検討に当たっては、特に、
次の観点に配慮がされた。
①　産業構造・就業構造の変化、�科学技術の高度化、情
報化、�国際化、少子高齢化など、現在進行している社
会・経済の変化が、今後さらに急速に進んでいくと
見られることで、これらの変化は専門高校における
教育を取り巻く状況として極めて大きな意味を持つ。
②　専門高校においても、生徒一人一人の多様な個性
を生かし、「ゆとり」のある中で自ら学び、自ら考え、
自ら判断する等の「生きる力」を育成するための教
育を展開していくという学校教育全体の改善課題は
とても重要である。
　また、平成��（����）�年の中教審の「ゆとり」の中で
�「生きる力」を育くむことをめざすとともに、学校教育
の仕組みを完全学校週五日制へ移行させていく提言や、
教課審提言の趣旨を踏まえて、今後の職業教育のあり
方についての審議が進められた。その審議の概要は、
次のとおりである。�
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　職業に関する専門教育の意義は、確かな勤労観・
職業観を育成し、職業生活に必要な専門的知識や技
術・技能の基礎・基本を身に付けることを大きな目
的としている。職業は人が生きる上での重要な活動
の一つであるので、職業に関する専門教育は、この
「生きる力」の育成を図る上で主要な柱の一つとも
なるべきものである。
　近年、技術革新、国際化、情報化、少子高齢化等
により、我が国の社会は大きく変化してきており、
それに伴い就業構造の変化や職業生活において必要
とされる専門能力の高度化が進み、個人の創造性が
重視されるようになってきた。さらに、国民の意識
や価値観も、心の豊かさが重視されるとともに、多
様性・選択の自由の拡大などの方向へと変わりつつ
ある。
　このような状況を踏まえると、今後の社会におい
ては、自ら考え、判断し行動できる資質や能力を持
つとともに、高度の専門的な知識や技術・技能を有
する人材（スペシャリスト）がこれまで以上に必要

とされるので、専門高校の教育内容や指導方法等の
一層の改善・充実を図るためには、次のような点が
課題である。
①　近年の科学技術の進展等に伴い、産業界におい
て必要とされる専門的知識・技術の高度化や従来
の産業分類を超えた複合的な産業が発展してきて
いる。このため、「就社から就業へ」といった職業
観の変化が進み、これまでの卒業後直ぐに特定分
野の産業に就職することを前提とした教育課程で
は、社会のニーズや生徒の希望に十分に対応でき
なくなってきている。
　以上のことにより、専門高校における教育内容
の検討に当たっては、生徒が高校卒業後、職場や
大学等の教育機関において、継続して専門能力を
向上していくことが必要とされていることを考慮
しなければならない。
　すなわち、生涯にわたって学習する意欲と態度
を育成するとともに、基礎となる知識や技術・技
能、学び方などを確実に身に付けさせることを重
視した教育の在り方を検討する必要がある。
②　平成���年度から実施されている現行学習指導要
領では、情報関連科目の充実や問題解決能力の育
成に役だつ「課題研究」の新設や標準的な学科の
種類の増加などに改善が図られた。
　しかし、近年、社会の変化が激しいにもかかわ
らず、学習指導要領における職業に関する教科は、
昭和���年の改訂以降�教科（家庭、農業、工業、
商業、水産、看護）のままであることから、専門
高校における教科のあり方が、このような変化に
対応しきれていないきらいがあり、教科の新設を
含めた教育内容の見直しを検討する必要がある。
③　高等学校には就職を希望する者、大学等への進
学を希望する者など、能力・適性、興味・関心、
進路希望等の多様な生徒がいるが、明確な目的意
識を持たずに入学する生徒も少なからずいる。こ
うした状況を踏まえて、生徒一人一人が自らの特
性等に基づき、意欲を持って主体的に学習を進め、
それぞれの個性を育て伸ばしていくことを重視し
た教育の在り方を検討していく必要がある。
④　専門高校は、地域の伝統工芸や地場産業等、各
分野にわたる地域産業振興の期待を担って設立さ
れたものが少なくない。産業界等における知識や
技術の進歩の速度は速く、このような変化に十分
に対応するためには、教員が学校の施設・設備に
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よって指導することに加え、産業界等の協力を得
ることが不可欠である。
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　以上のような課題に対応していくため、次の六つ
の視点から専門高校の教育のあり方を改善・充実す
ることが必要である。
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　昨今、社会や産業界が求める高度な専門的知識
や技術に柔軟に対応し得る資質や能力のある人材
の育成が求められてきている。このことは、高校
卒業後においても大学等の教育機関や職場等にお
いて継続して教育を受けるなど、生涯にわたる専
門能力の向上をとおして実現されるものである。
　したがって、専門高校においては、これを前提
にして将来のスペシャリストとして必要とされる
専門性の基礎・基本をしっかりと身に付けさせる
ことに教育の重点を置いて、教育内容の厳選を図
る必要がある。
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　専門学校における生徒一人一人の多様な個性を
育て伸ばすためには、専門高校における生徒の多
様な実態に対応し、生徒の学習の選択幅をできる
限り拡大し、多様な特色ある学校づくりを行うこ
とが大切である。
　また、生徒が自ら学び、考え、創意工夫するこ
とや、望ましい勤労観・職業観を身に付け、適切
かつ主体的に進路を選択できるよう支援すること
に、より重点を置く必要がある。
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　各学校が、地域や学校、生徒の実態等に応じて、
創意工夫を生かした特色ある教育を展開できるよ
うにすることと、専門高校における教育は、社会
や産業界の急激な変化にも柔軟に対応することが
大切なため、国として定める教育課程の基準等に
ついては、可能な限り弾力的なものとする必要が
ある。
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　平成���（����）�年の第��期中教審第一次答申にお
いて提言された「ゆとり」を確保する観点から、
完全学校週五日制の実施を控え、生徒の多様な実

態に応じた教育課程のより弾力的な編成を可能に
するため、��～��単位の範囲内に必修単位数を削
減することが適当である。
　また、普通教科・科目の代替処置も検討を進め
る必要がある。
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　各教科における基礎的・基本的な内容で構成さ
れ、より専門的な学習への動機付けや、卒業後の
進路についての生徒の意識を深めることを目的と
した科目や各教科における「課題研究」のような、
問題解決の能力や自発的・創造的な学習態度を育
てるための科目を各学科共通に原則履修科目とす
ることが適当である。
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　社会の変化や産業の動向、地域性等を踏まえ、
近年、さまざまな小学科が設置されており、今後、
ますます増えていくものと予想される。このため、
従前のように学習指導要領に標準学科を示さなく
ても各設置者・学校における創意工夫を凝らした
意欲的な取り組みの成果として、特色ある学科の
設置が一層促進されるものと期待される。
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　生徒一人一人の個性を育て伸ばしていく教育を
展開するため、専門高校においては生徒の学習の
選択幅が拡大されるよう、次のような種々の制度
を積極的に活用していく必要がある。
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　専門高校における学科の在り方については、産
業技術科のような複数の分野にまたがる学科の設
置、学科の枠を超えた科目履修ができる、いわゆ
る総合選択制の導入等が一層推進されることが望
まれる。
　また、複数の小学科を設置する専門高校におい
ては、いわゆる一括募集・くくり募集は、生徒に
対して進路変更の余地を残し、多様な選択肢の中
からの進路決定を可能とするものであり、その積
極的な運用が期待される。
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　生徒の学習における選択幅を拡大するためには、
多様な選択科目の開設を促進することが望まれる
が、人的条件、施設・設備等の問題から困難な場
合が多い。そこで、他の高等学校と連携し、生徒
に他の高等学校の教科・科目を受講する機会を与
え、当該学習の成果を自校の教科・科目の単位と
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して認める学校間連携の制度を一層活用すること
が期待される。
　その場合、衛星通信等の新しい情報手段を利用
することも考えられる。
　さらに、学校外における学修の単位認定につい
ては、従来は専修学校における学習成果と技能審
査の成果に限られていた。しかし、平成����年�月
からは、大学等における科目等履修生としての学
修、ボランティア活動や就業体験活動等に係る学
修なども対象となり、これらのうち高等学校教育
に相当する水準を有すると認められるものは、学
校長の判断で科目の履修とみなし、単位を認定で
きることとなり、こうした制度の積極的な活用も
望まれる。
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　　（�）　教科「情報」について
　情報に関する基礎的・基本的な知識と技術を修
得させ、現代社会における情報の意義や役割を理
解させるとともに、高度情報通信社会の諸問題を
主体的に解決し、社会の発展に寄与する創造的・
実践的な能力と態度を育てることをねらいとする。
システムの設計・管理やマルチメディア表現等の
学習に対応した��科目で構成する。

　　（�）　教科「福祉」について
　社会福祉に関する基礎的・基本的な知識と技術
を総合的、体験的に修得させ、社会福祉の理念と
意義を理解させるとともに、社会福祉に関する諸
課題を主体的に解決し、社会福祉の増進に寄与す
る創造的能力と態度を育てることをねらいとする。
介護福祉士の受験資格等に対応した�科目で構成
する。
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　専門性の基礎・基本の重視、社会の変化や産業界
の動向等への適切な対応という視点から教育内容を

見直すとともに、「ゆとり」の中で「生きる力」を
育むため、教育内容を厳選すること。
　特に、教科「工業」については、マルチメディア、
高度情報通信技術、製造技術のシステム化等の技術
革新、製造業の国際的な展開に対応した外国語によ
る会話力や技術文書の理解力、環境問題に対応した
教科内容の改善を図る。合わせて現行��科目を��科
目に整理統合する。
　また、教科「商業」については、経済社会の変化
に柔軟に対応できる人材の育成を図る観点から、実
践的な語学力、情報・会計リテラシーなど、ビジネ
スの基礎・基本についての内容を充実させるととも
に、情報化の進展に対応し、販売・会計等の経営活
動にかかわる情報の分析と活用に関する内容の改善
を図る。
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　①　生徒が在学中に自らの学習内容や将来の進路
　等に関連した就業体験を行うことをインターン
　シップとして奨励する。
　②　インターンシップには学校の教育活動の一環
　として取り組むほか、企業等が主体となるもの
　に生徒が参加する場合にも単位認定する。
　③　インターンシップの実施の際には、アルバイ
　トとの区別、就職・採用活動との区別、安全の
　確保や事故等の防止に留意する。
　④　文部省は、全般的な状況を把握し、さまざま
　な実践事例について積極的に情報提供する。
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　社会人講師等の積極的な活用、地域に開かれた学
校づくり、専門高校と地域との協力体制について提
言されている。�
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　昭和���（����）�年�月に臨教審が設置されてから、
�年半をかけて、次のような四次にわたり答申が出
された。
�������〔昭和���（����）�年�月〕
　教育の現状を分析し、教育改革の基本的視点とし
て、
����������	
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の�点を示すとともに、主要課題が第一次答申とし
て提出された。
　�������〔昭和���（����）�年�月〕
　教育の歴史を踏まえ、��世紀に向けての教育の基
本的あり方を示し、教育の活性化のための改革や時
代の変化に対応するための改革提言が提出された。
　�������〔昭和���（����）�年�月〕
　教育改革全体を貫く基本理念である個性重視の原
則と、生涯学習体系への移行の観点に立って総合的
かつ有機的な生涯学習のためのシステムをつくる視
点から、評価の多元化並びに生涯学習の基盤整備の
推進について提言されるとともに、それぞれの課題
についての具体的な改革方策が示された。
　����������最終答申）〔昭和���（����）�年�月〕
　これまでの答申を総括し、近代教育���年の成果
と限界を改めて評価・反省するとともに、��世紀の
社会が教育にもたらす可能性と問題点を見すえなが
ら、文教行政、入学時期についての提言及び今後の
教育改革の推進策が示された。
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　平成元�（����）�年�月に発足した第��期中央教育審
議会は、「新しい時代に対応する教育の諸制度の改
革について」の諮問のもと、「後期中等教育の改革と
これに関連する高等教育の課題」及び「生涯学習の
基盤整備」の二つの課題について、それぞれ「学校
制度に関する小委員会」及び「生涯学習に関する小
委員会」が設けられ、審議が行われた。
　両小委員会は、審議を重ね平成��（����）�年�月、
文部大臣に「新しい時代に対応する教育の諸制度の

改革について」の答申を出した。
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　平成��（����）�年�月の中央教育審議会（以下「中
教審」）の答申に基づく改革は、高校の制度の仕組み
自体にも手を加えて高校教育をさらに改革しようと
するもので、生徒の選択幅を広げ、個性の伸長を図
る観点から、次のような方策が提言された。
①　普通科・職業学科に大別される学科制度を見
直し、新たに普通科と職業学科を総合したよう
な学科を設けること。
②　情報、厚生、観光学科の制度化など職業学科
の再編成を行うこと。
③　新しいタイプの高等学校の設置を奨励すること。
④　単位制の活用を図り、全日制の課程に無学年
制の導入を行うこと。
⑤　普通高校と職業高校の相互履修を認めたり、
専修学校の学習や技能審査の成果などを高校の
単位として認めたりする方途をとること。
⑥　学校�・�学科間の異動をしやすくするため、�各学
校・学科間に一定幅の編入学定員枠を用意する
こと。

　このほか、特に能力の伸長の著しい者に対する教
育上の例外措置として、数学や物理などの特定の分
野に関して、大学レベルの教育研究に触れる機会を
与えることや、数学に関して大学入学年齢制限を試
行的に緩和することなども提言された。
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　近年、技術革新、国際化、情報化、少子化、高
齢化等により、我が国の社会は大きく変化してき
ており、それに伴い就業構造の変化や必要とされ
る専門能力の高度化が進み、高度の専門的な知
識・技術を有する人材（スペシャリスト）がこれ
まで以上に必要とされるようになってきている。
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　職業教育は職業高校の生徒だけでなく、すべて
の人にとって職業生活を送る上で必要なものであ
り、また、今日の急速な社会の変化に対応するた
めには、学校教育修了後も生涯にわたり職業能力
の向上に努める必要がある。また、これからの時
代、自分の人生を切り開いていくためには、専門
能力を身に付け、これをいかに活用することがで
きるかがより重要になってくると考えられる。
　このことから、職業高校における職業教育も、
現実の産業界から求められる知識・技術の水準を
視野に入れながら、スペシャリストとなるための
第�段階として、必要とされる専門性の基礎的・
基本的な教育に重点を置く必要が高まっている。
　したがって、従来の「職業高校」という呼称を、
「専門高校」と改めることにより、このような考
え方を明確にする必要がある。
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　専門高校における職業教育は、これまで有為な
職業人の育成などの面で重要な役割を果たしてき

ており、�特に中堅技術者、�事務従事者などの養成を
中心に我が国の産業経済の発展に大いに寄与する
とともに、生徒の能力・適性等に応じつつ、人間
教育的観点からも有効な役割を果たしてきている。
　他方、技術革新の進展や職種の多様化等に伴い、
スペシャリストとして求められる知識・技術の高
度化・多様化が進展しているため、�生涯をとおして
専門能力の向上に努める必要が一層高まっている。
　このため、専門高校においては、社会の変化や
産業界から求められる知識・技術の水準を視野に
入れながら、将来のスペシャリストとして必要と
される専門性の基礎的・基本的な教育に重点を置
く必要があると同時に、�そこで学ぶ生徒は、�自ら学
ぶ意欲や社会・経済の変化に主体的に対応できる
能力を身に付けて、卒業後も職業生活に必要な知
識・技術に関する学習を継続していく必要がある。
　さらに、専門高校卒業後、高等学校専攻科や、
大学、短期大学、専修学校といった教育機関での
学習を希望する生徒に対して、その専門知識・技
術を発展させるため、広く学習継続の道を開くこ
とが重要である。�
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　平成元�（����）�年�月��日告示の学習指導要領では、
教科「農業」に「農業情報処理」、「工業」に「情報
技術基礎」、「家庭」に「家庭情報処理」、「看護」に
「看護情報処理」等の科目がそれぞれ新設された。
これらは、情報化に対応したものであり、これによ
りネットワークによるパソコン��台が整備された。
　また、農業高校に自動制御温室、工業高校に自動
制御実習装置�ＦＡ�など、コンピュータを利用した
自動制御関連の機器も整備された。
　このほか、平成��（����）�年�月に、中教審から「��
世紀を展望した我が国の教育のあり方について」の
第一次答申が出され、その中で、情報化に適切に対
応する上から、次の二つの観点に関する教育の充実
の提言が行われた。
○　情報化が進展するこれからの社会に生きていく
子供たちに、どのような教育が必要であるか。
○　子供たちの教育の改善・充実のために、コン
ピュータや情報通信ネットワーク等の力をどのよ
うにしたら生かしていくことができるのか、どの
ように生かしていくべきなのか。
　　さらに、このような二つの観点から、
①　各学校段階を通じて系統的、体系的な情報教
育の実施により、情報活用能力�情報リテラ
シー�の育成を図る。
②　情報機器や情報通信ネットワーク環境を整備
し、これらの積極的な活用により、教育の質的
な改善・充実を図る。
③　情報機器や情報通信ネットワーク環境の整備

をはじめ、学校の施設・設備全体の高機能化・
高度化を図った「新しい学校」を創造する。
④　情報化がもたらす�「光と影」に適切に対応する。
ことなどが提言された。
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　平成���（����）年度からの新学習指導要領の実施に
伴い、文部科学省は産業教育施設・設備基準の改訂
を実施した。
��������

○　学習指導要領の改訂の趣旨を教育現場に十分
生かすために必要な基準とする。�特に、�専門教育
に関する教科�「情報」、�「福祉」�が新たに設置され
たことを踏まえ、その促進が図られる基準とす
る。
○　近年における技術革新、情報化や国際化等、
社会の変化に対応可能な基準とする。
○　各学校の特色ある教育課程の編成に対応する。
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　基準の編成等については、現行のまま対応するこ
とが可能であることから、実験・実習の内容及びこ
れに要する施設・設備が比較的類似する科目を��種
類に分類し、「科目群」は変更しないこととなった。
��������	
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○　施設については、「施設名」、「床面積等」は
現行どおりとされた。ただし、「例示実習室名」
については、「産振基準で整備可能な施設の例」
に改められ、可能な限り見直し整理された。
○　設備については、「設備名」、「基準金額」は
変更されないこととなった。「品目」、「数量」、
「例示品名」は可能な限り見直し整理された。�
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　地方産業教育審議会は、都道府県又は市町村におけ
る産業教育に関する重要事項についての調査・審議・
建議を行う諮問機関であり、従前は、産業教育振興法
に基づき補助金の交付を受ける都道府県においては必
ず置くべきものとされていた。しかしながら、義務的
付議事項がないことのほか、都道府県によっては活動
が活発でないことや独自の審議会に諮問しているとこ
ろがあることなどから、「地方公共団体の事務に係る

国の関与等の整理、合理化等に関する法律」〔昭和��
�（����）�年�月法律第��号〕により、都道府県に係る必
置規制が改められた。本府においては、大阪府教育委
員会（以下「府教育委員会」）が設置している大阪府
学校教育審議会（以下「府学教審」）に産業教育分科
会が設置され、従前の機能を継続しながら、必要によ
り諮問事項が審議されてきた。
　主な答申等の概要は、次のとおりである。�
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定通教育分科会〔昭和���（����）�年��月答申〕
　本府公立高等学校の定時制・通信制の課程は、主と
して府内で勤労に従事する青少年に高等学校教育の機
会を保障する機関として、昭和��年代の初頭には全学
年合わせて約�万人の生徒を擁したこともあり、後期
中等教育の重要な一翼を担ってきた。
　その後、全日制の課程への進学率が上昇したことや
他府県の中学校を卒業後、本府の事業所等へ就職する
者が大幅に減ったこともあって、定時制の課程への志
願者は減少し、最近��年間は�����～�����人程度の志
願者数で推移している。
　また、平成元年度以降においては、本府の中学校卒
業者数が大幅に減少することが見込まれていることを
合わせ考えると、定時制の課程への志願者数は、今後
も相当減少するものと予測されるが、今後とも、勤労
青少年に高等学校教育の機会を保障するという基本的
な観点に立って定時制・通信制教育を推進すべきであ
ると考える。
　しかしながら、�近年の定時制・通信制の課程に入学し
ている生徒の実態が、かつての状況に比べて大きく変
化してきているので、このことについては次のように
対応するとともに時代の変化にも応じられるよう、指
導内容�・指導方法の工夫・改善に努めなければならない。

○　高等学校を退学し、その後、職に就きながら高等
学校教育の継続を希望する者や、高等学校を卒業し
た者で職業学科の履修を希望する者に対して、相当
学年への編入学をより積極的に行うこと。
○　対応の在り方については、定時制の課程は、勤労
青少年の教育機関として、従来から職業学科が多く
設置されているところであるが、いずれの学科にお
いても、豊かな人間性の育成を一層図るとともに、
卒業時に改めて進路選択を行う者が増加していると
いう最近の実情にも配慮して、職業教育の改善・充
実に努めること。
○　普通科の生徒に対しても、その興味・関心に応じ
て職業に関する基本的な知識・技術を身に付けさせ
るため、職業科目の導入を考える必要がある。その
方法として、近隣の職業科高校の施設・設備を活用
することや、職業科高校に普通科を併置することな
どについて、積極的に検討することが望ましい。
○　職業学科については、時代の変化に対応して実
験・実習の指導内容を改善するとともに、生徒の実
態にも配慮して、基礎的・基本的な教育内容の充実
を図ること。
○　職業科高校の実験・実習の設備のうち、老朽化が
著しいものについては早急に更新すること。
○　職業教育を充実するに際して、情報処理教育の導
入について配慮することが望ましい。

（中略）
○　設置学科については、職業学科においては、変化
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の激しい産業社会に柔軟に対応しうるよう、基礎的
な知識や技能を修得させる必要がある。特に、昭和
��年代に設置された「機械工作科」や「機械製図科」、
�「電気工事科」等の学科については、生徒の実態にも
配慮しながら、機械科・電気科などの標準的な学科
への転換を図る必要がある。
　　志願者数が募集人員に対して極めて少ない状況が
続いている「金属工業科」や「工業化学科」などに
ついても、時代の変化に対応しうる学科への転換や、
その他の標準的な学科へ統合することについて、検
討すること。
　　同じ事情にある「園芸科」については、大都市近
郊農業の担い手の育成を図る観点からも、生徒の生
活実態にも配慮しながら、学習時間帯を弾力的に運
用することを検討し、充実を図ることが望ましい。
○　技能連携については、国が指定した専修学校高等
課程の卒業者に対して、大学入学資格が与えられる
ようになったことに配慮しながら、当面、通信制の
課程においては、専修学校高等課程と併修する者に
ついて、その学習負担を軽減するための技能連携を
さらに進めることが望ましい。
○　編入学制度については、高等学校を退学した後、
職に就いている者が再び定時制・通信制の課程での
学習を希望する場合には、一層積極的にその編入学
を認める必要がある。また、高等学校を卒業した者
が、新たに専門分野についての学習を希望する場合
には、その分野の職業学科の相当学年へ編入学を認
めるよう検討することが望ましい。

（中略）
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　科学・技術の進歩やそれに伴う産業構造・就業構
造の変化は、今後もさらに進むものと考えられ、こ
れらの状況に対応できるよう、本府の職業科高等学
校の教育の在り方を検討することが強く求められて
いる。
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①�新しい技術にかかわる基礎的・基本的な知識・
技術を生徒に習得させることが大切である。そ
の観点から教育内容を精選するとともに、新し
い技術を理解させるための教育方法を工夫する

必要がある。
②　各学科においては、科学・技術の進展に伴っ
て教育内容を改善するとともに、エレクトロニ
クス・情報処理に関する科目や、生徒が主体的
に学習できる課題学習的な領域を設けるなど、
教育課程を弾力的に編成するよう検討する必要
がある。
③　異分野の技術の集約化に対応し、新たな教材
の開発とともに、複数の学科を置く学校におい
ては、学科の枠を超えた履修について検討する
ことが望まれる。
④　従来から、実験・学習において、教員と生徒
との人間的な交流が図られてきたところである
が、今後ますます人間性豊かな生徒の育成が望
まれることから、さらに一層この指導の在り方
を強めていく必要がある。
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　基礎・基本の学習にかかわる実験・実習設備の
改善に努めるとともに、科学・技術の進展により
開発された新しい設備の整備を積極的に進めるこ
とが望まれる。　
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　教員が指導力向上をめざし、最新の知識・技術
を習得することができるよう、産業界と連携し、
実技研修の機会を一層拡充する必要がある。
　また、教員を長期にわたり産業界へ派遣するこ
とについて十分検討することも必要である。
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①　普通科高等学校においても、卒業後直ちに就
職することを希望する者が相当数在学している
ので、学校の実情に応じて、職業に関する教科・
科目を設けることが望まれる。
②　職業科高等学校の施設・設備や、これらの学
校の教員の持つ技術等を府民の生涯学習の充実
のために、公開講座などを開設し活用すること
が望まれる。
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①　基礎的・基本的な学習を重視する観点から、
大阪府立高等学校教育課程基準に示されている
農業基礎・工業基礎・工業数理などの基礎科目
については、各学校において指導内容等を工
夫・改善し、一層の充実を図ることが望ましい。
②　生徒の実態や産業社会の変化に対応するとと
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もに、専門的知識・技術を効果的に学習させる
ため、選択科目やコースを設けることが望まし
い。その際、選択科目等の履修については、必
要に応じ近隣の職業科高等学校と連携し、その
施設・設備等を利用して履修できる方法を検討
する必要がある。
　　また、すべての学科において、その学科の特
色にも配慮しながら、情報処理技術を系統的に
習得させることが必要である。
③　生徒の主体的な学習を進めるため、課題学習
的領域を設けることが望ましい。その内容とし
ては、専門教科の履修を基礎として職業資格の
取得をめざす学習、履修内容をさらに深めるた
めグループ研究、産業界における現場実習など
が考えられる。
④　今後、多品種少量生産方式や高付加価値化な
どがますます進むものと考えられる。この状況
に対応し、�必要な技術を習得できるよう、�教材の
開発や教育方法の検討を進めることが望まれる。
⑤　職業科高等学校の生徒が、それぞれ専門とす
る学習内容をさらに深めるため、関連する一部
の教科・科目については、近隣の普通科高等学
校で履修し修得する方法を検討する必要がある。
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　農業に関する学科においては、履修内容に流
通・自動制御のほか、バイオテクノロジーなど
を取り入れることが望ましい。これらの知識・
技術を習得するためのコースを設けたり、既設
の学科を新しい学科へ転換することについて検
討することが望ましい。
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　工業に関する学科においては、各学科の内容
に応じて、エレクトロニクスの知識・技術を修
得しうるよう配慮することが望ましい。
　また、金属工業科・工業化学科・繊維工業
科・印刷工業科などについては、新しい技術に
即して教育内容の改善を図ったり、学校の実情
に応じて、他の標準的な学科や情報技術・アパ
レル・デザインなどに関する学科へ転換するこ
とについて検討することが必要である。
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　商業に関する学科においては、情報処理教育
の充実を図るほか、流通・貿易・国際理解に関

する科目を取り入れることについて検討するこ
とが望まれる。
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　食品産業に関する学科においては、エレクト
ロニクスやバイオテクノロジーの導入を図るほ
か、食品の流通過程における加工・保蔵技術や
流通システムなどを取り入れた学習ができるよ
う、履修内容について検討することが望ましい。
　なお、技術の急速な進展に対応し、さらにそ
の専門性を高めることができるよう配慮するこ
とが望まれる。例えば、必要な学科については、
高等学校卒業後も継続して教育が受けられるよ
う、専攻科を設置することが考えられる。
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①　各学科の実験・実習の設備のうち、基礎的・
基本的な事項を習得させるために必要な設備に
ついては、計画的に更新するとともに、情報処
理教育を一層充実させるため、既に配置されて
いるミニコンピュータの更新を含め、情報処理
機器の整備を速やかに図る必要がある。その際、
今後の情報処理教育の在り方や教育内容を考慮
に入れるとともに、パーソナルコンピュータ等
の機能が改善されていることを勘案し、リース
の利用も含めて計画的に行うよう検討する必要
がある。
②　科学・技術の進展に伴う実験・実習の充実を
図るため、特に、エレクトロニクスやバイオテ
クノロジーに関する知識・技術を習得させる設
備の整備を図ることが急がれる。
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　今日、高度産業社会への移行に伴い、工業教育の
分野においては、技術革新の著しい進展等に主体的
に対応できる能力を育成するため、教育課程の見直
しや学科の改編など、工業教育のあり方が問い直さ
れている。
　このような時代の進展に対応した工業教育のあり
方については、次の観点からその改善、充実を図る
必要がある。�
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　学校・学科の現状は、中学校卒業後�年間、一貫
して工業教育に当たる高等教育機関であり、現在、
機械工学科（�学級）、電気工学科（�学級）、工業
化学科（�学級）、土木工学科（�学級）の�学科
が設置されている。最近の志願状況は、平成元�年度
における総募集人員に対する志願者総数の比率は、
���となっている。卒業後の進路については、平成
元�年�月卒業者については、就職者が約��％、大学
への編入学者が約��％である。企業等からの求人状
況は、毎年、就職希望者数の��倍を超えており、製
造業を中心に就職している。大学への編入学者は、
技術科学大学をはじめ国公立大学へ進学している。
　一方、�学校の実験・実習設備について見ると、昭和
���年度に設立されて以来、技術の進展に対応した設
備も一部導入されているが、全体的に見れば、設備
については老朽化の進行が著しい状況にある。
　学科の再編成のあり方については、府立工業高等
専門学校の卒業者は、就職先の企業等から高い評価
を得ており、実践的技術者として、我が国の産業の
発展に寄与している。しかしながら、産業界におけ
る情報関連技術の進歩やメカトロニクスなどの学際
分野の広がりに伴い、実践力とともに応用力や創造
力を合わせ持つ人材の育成が強く求められている。
このような時代の要請に応えるためには、新しい学
習領域を導入し、それにふさわしい学科への改組、
転換を検討する必要があるが、その際、既存の学科
については、次の視点に立つことが望ましい。
①　機械工学科については、�学級のうち�学級は、
技術革新に柔軟に対応できる能力を持った機械技
術者の育成をめざして教育内容の改善を図ること。
さらに、他の�学級については、メカトロニクス
を基礎とした生産システムの設計・開発をめざす
新しい学科とすること。
②　電気工学科については、情報技術が重要な要素
となっている現状を踏まえ、これに必要な学習領
域を拡充した学科とすること。
③　工業化学科については、�バイオテクノロジー、�新
素材関連技術の進歩に対応するため、化学プロセ
ス開発及び材料開発の領域を拡充した学科とする
こと。

④　土木工学科については、建設技術の進歩に幅広
く対応するため、土木技術と建築技術の領域を有
する学科とすること。
　なお、学科の教育内容の改善に伴う教育課程の編
成においては、進路希望に応じて柔軟に科目選択が
できるよう、コース制についても研究することが求め
られる。
　教育諸条件の整備については、科学・技術の発展
に対応して教育内容を改善するためには、教員研修
の充実を図る必要がある。特に、学科の再編成に当
たっては、工学技術の新領域や複合領域等における
教育が重要となるため、現職教員の大学への留学を
拡充するとともに、産業界への留学の機会を増やす
など、その研修の在り方について検討することが望
まれる。
　また、新しい学習領域を専門とする教員や外部講
師の確保に努めるとともに、学科の改組・転換など
将来の構想に沿った教員採用を計画的に行う必要が
ある。
　学科の再編成に当たっては、既存の教科・科目を
精選し、新しい学習領域の導入に努めるとともに、
�年間一貫教育の特色を生かし、体系的な実験・実
習のあり方についても創意工夫を図らなければなら
ない。このため、老朽化した設備の更新と技術革新
の進展に適合する実験や実習設備の整備について、
早急に検討する必要がある。その際、学科の枠を超
えた総合技術教育を拡充するため、実験・実習セン
ターを設置することについて研究する必要がある。
また、国際化に対応した幅広い能力を培うため、語
学教育をはじめとする一般教養科目についても、教
育内容の改善を図るとともに、他の教育機関との
ネットワークを利用した教育方法などについて研究
することが望まれる。
　その他、工業高等専門学校は、その教育目標に基
づき、時代の進展に対応した教育を推進するととも
に、地域社会に情報を提供するなど開かれた学校づ
くりに努めることも大切である。このため、民間等
との共同研究制度、産業界等からの受託研究制度や
奨学寄付金受け入れ制度などを確立し、これらの制
度による技術開発や研究を通じ、地域社会との連携
を強めて技術教育の充実を図る必要がある。
　また、国の内外からの留学生・研修員等の受け入
れ制度についても検討する必要がある。
　さらに、情報社会に対応するため、図書館等学校
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施設を他の諸機関とネットワークで結ぶ必要がある。
その際、本府の総合的な情報ネットワーク化の構想
に沿って検討することが望ましい。
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　学校・学科の現状については、現在、府立工業高
等学校の��校には、機械科、電気科などの工業に関
する学科が��学科設置されている。平成元年度にお
ける総募集人員に対する志願者総数の比率は、ここ
数年����から����の間で推移している。しかしなが
ら、その入学者について見ると、必ずしも目的意識
を十分に持っているとはいえない生徒の数が増加す
る傾向にあるなど、生徒の興味・関心、能力は一層
多様となっている。なお、卒業後の進路状況は、就
職者が約��％、進学者等が約��％の比率となってい
る。平成元年度における企業等からの延べ求人数は、
就職希望者総数の�倍を超えており、生徒のほとん
どが各学科に関連した業界に就職している。また、
進学者等のうち、約�分の�は、推薦入学制度等に
よって大学へ進学するほか短期大学、専修学校へ進
学している。
　学科の再編成のあり方については、府立工業高等
学校は、全日制の課程では毎年�����人余りの卒業
者を産業界に送り出している。これらの卒業者の多
くは、工業高校において身に付けた技術を生かし、
それぞれの専門分野において重要な役割を果たして
いるが、産業社会の技術革新に伴って、これに対応
できる幅広い知識と技術を有する人材の育成が特に
望まれている。このような時代の要請に応えるため
には、次のような視点から教育内容を見直し、既存
学科の改組、転換を図るなど工業教育の現代化を推
進するとともに、��世紀の科学・技術の発展にも対
応できる学科を設置することが望まれる。
○　エレクトロニクスの進展に対応するため、情報
技術関連学科を設置すること。
○　メカトロニクスなどの技術の融合化に対応する
ため、機械や電気といった既存の学科の枠を超え
た新しい学科への転換を図ること。
○　バイオテクノロジー、新素材などの技術革新に
対応するため、その他の学科においても、それに
ふさわしい学科への転換を図ること。
　　このような学科の改編を行うためには、生徒減
少期における専門学科の学級数を早期に設定し、
計画的に学級数の適正化を図ることが望ましい。
また、工業教育の成果を一層高める観点から、各

教科・科目の履修の相互乗り入れ及び各学科間の
教育の交流や施設・設備の相互利用等を図れるよ
う、教育課程を効果的に編成し、その運用につい
て創意工夫を図ることが望ましい。
　　さらに、専門に関する知識・技術の習得をとお
して、生徒が主体的に自己の進路を決定できる能
力の育成に努めるとともに、進学を希望する生徒
にあっては、その希望が実現されるよう教育課程
の編成に工夫するなど、特色ある学校・学科づく
りに努めることが大切である。
　　なお、工業の分野に適性を持つ生徒が目的意識
を持って入学してくるよう、現在実施している体
験入学に創意工夫を図るなど、中学生や保護者の
理解を深めることが大切である。
○　教育諸条件の整備については、工業教育におけ
る教育内容の改善や学科の改編を行うためには、
優れた資質を有する教員の確保に努めるとともに、
技術の進歩に対応し得るよう研修の充実を図る必
要がある。また、産業界等から優れた人材を講師
として招聘する方途についても、具体的に検討さ
れなければならない。なお、現職教員研修のあり
方については、最新の知識・技術に関する実技研
修や大学等への留学制度をさらに拡充するととも
に、技術革新が進んでいる企業の業務を直接体験
するなど、新しい知識・技術を習得することを目
的とする企業派遣研修の実施についても検討する
必要がある。
○　工業に関する学科における実験・実習の施設・
設備については、産業教育振興法等により整備さ
れてきたが、技術革新の進展が著しいこともあっ
て、先端技術機器が十分に整備されているとはい
えない状況にある。また、工業の各分野における
基礎的・基本的な教育内容についての知識と技術
を習得するため、基準設備についてもその更新を
早急に行うことが望まれている。このため、今後
ともこれらの設備の整備・更新に努めるとともに、
特に、学科の改編に際しては、その改善を実効あ
るものとするため、�施設・設備の整備のあり方につ
いて十分研究すべきである。
　　なお、その際、機器の性能が著しく向上するこ
とにも配慮して、リース制の導入を図ることにつ
いて検討する必要がある。
○　その他、今後の産業社会における技術者の資質
については、技術革新の進展に適応できる実践力
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が求められているが、このような時代の要請に応
え得る技術者を育成するためには、現行の修業年
限では十分とはいえない状況にある。工業高校の
教育目標を達成するという観点から、修業年限の
延長についても検討することが望まれる。
　　また、今後、大学・短期大学・専修学校への進学や
工業高等専門学校への編入学を希望する生徒の増
加が予想されるので、工業高校卒業者の推薦入学
制度の拡充について大学等に要望するとともに、
府立工業高等専門学校への編入学がさらに促進さ
�れるよう条件整備について検討する必要がある。
　　なお、今後の産業社会の発展につれて、優れた
資質を有する教員の確保がますます困難になると
考えられるので、府内に工業教員養成機関を設置
することが望まれる。
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（中略）
　高等学校における職業教育は、実践的・体験的な
学習をとおして、創造することの喜びや成就感を体
得させながら、社会が求める人材の育成に努めてき
たが、今後、��世紀を展望した職業教育を考えると、
さらに生徒一人一人の個性を生かし、応用力や創造
力の育成を図ることが必要であり、画一的な教育の
是正を図らなければならない。そのために、今後の
努力の方向は、望ましい職業観・勤労観を育成する
とともに、教育内容を精選し、基礎的・基本的な知
識・技術の指導の充実に努め、生徒が可能な限り自
由に選択できる教育課程を編成したり、生徒にとっ
て魅力ある学校とするため、特色あるコースや多様
な類型を設定する必要がある。また、生徒自らが
テーマを設定し、問題解決に当たる課題解決型の学
習を重視し、各職業学科の教育機能をより効果的に
活用することが必要である。
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（中略）
　本府においては、昭和����年度と平成元年度に農業
に関する学科の改編を行い、バイオテクノロジーや
エレクトロニクス、管理�システム技術等の新技術
を導入した。また、工業に関する学科においては、
平成�年度から計画的に学科改編が進められ、情報

化やメカトロニクス、管理�システム技術等に対応
した教育内容への改善が進められているが、さらに
��世紀にふさわしい次のような特色ある学科の設置
について検討する必要がある。
○　時代の進展に対応できる食品管理、環境工学関
連学科など。
○　工業技術の総合化�・�統合化に沿って、�より高度な
継続的な学習ができるような「総合技術科」など。
○　広い意味での「生活」を基軸とした学科で、生
活デザイン、リビングデザイン、福祉等に対応で
きる「生活科学科」など。
　また、学科内にコースや類型を設けることについ
て配慮することが大切である。
　本府の職業学科においては、現在、農業科ではバ
イオテクノロジーを導入した教育内容の展開、工業
科ではエレクトロニクス、メカトロニクスの進展や
生産の管理・システム化への対応の観点から、既存
学科の改編を行ってきたところであるが、教科や科
目、教育内容などが急速に変容する産業構造�就業
構造に必ずしも対応できていない面がある。具体的
には、相互の学科の枠を超えて選択することができ
ず、技術革新に伴うニューテクノロジーの学習や複
数の職業分野にまたがる領域の学習に適合していな
いなど、柔軟性を欠いていることがその要因と考え
られる。
　したがって、今後、学科間の枠を取り除き、職業
に関する複合的な知識や技術を習得させるため、
「工業管理技術」、「流通経済」、「環境工学」などの
選択科目を設け、選択幅を拡大していくこと。
　また、第��期中央教育審議会答申においては、高
等学校教育の改革の方向として、�「普通科と職業学科
とを総合するような新たな学科」の設置を提言して
いるので、本府においても総合学科については、生
徒の個性の伸長や学習の選択の幅を拡大するなどの
観点から、検討すべき課題であるので、本審議会に
おいて継続して審議する必要がある。
　学校間連携等については、高等学校において自校
以外の学習成果を自校の学習として評価する制度に
は、現在、現場実習やホームプロジェクト、定時制・
通信制の課程における指定技能教育施設との技能連
携、実務を学習の成果の一部に替える実務代替、大
学入学資格検定合格科目の単位認定等の例がある。
今後、生徒の多様な実態に対応し、履修の機会を拡
大し、高等学校の教育課程の一層の多様化を図るた
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め、近接する学校が互いの特長を生かし合って、自
校の特色ある科目に対して他校の生徒を受け入れる
学校間連携を積極的に導入すること。
　職業資格付与のための試験や実践的技術�技能の能
力の検定等を目的とする多種多様な検定試験、いわ
ゆる技能審査のうち高等学校教育との関連が深いも
のに合格した生徒については、その成果を単位認定
することについても研究すること。
　地域に開かれた職業教育については、科学技術の
進展に伴い、職業技術が高度に多様化していくため、
卒業後のリカレント教育に対する希望者が増加する
ものと予想される。このような人々のニーズに対応
するため、職業科高等学校への受け入れ方策を整備
し、地域の人々に多様な学習機会を提供していくこ
と。
　さらに、潜在的に学習の希望を持ちながら、身近
な教育機関がないことから、これまで学ぶ機会に恵
まれなかった人々に対しても、学習機会を提供する
ことについて検討すること。その際、豊富な経験を
持った社会人を指導者として活用することは、職業
科高等学校の教育の意識を大きく変化させるととも
に、新しい学校文化を創造することにもつながる。
�今後、�職業科高等学校は、�地域や人々の学習希望に柔
軟に対応し、�生涯学習機関としての役割を高めてい
くことが望まれる。

（中略）
　国際化に対応した職業教育については、工業高等
学校の卒業者の中には、企業等において、東南アジ
アをはじめとする海外へ派遣されている者も多い。
関西国際空港の開港により、アジア近隣諸国との交
流が一層盛んになり、職業科高等学校卒業者は、ア
ジア近隣諸国から来る人々を国内で指導する機会が
増大することが予想される。
　また、今後、産業活動の一層のグローバル化が進
展することも明らかである。
　このため、高等学校教育においては、世界の文化
や歴史について正しい理解と認識を深めるとともに、
日本の文化と伝統を正しく把握し、国際社会におい
て、外国の人たちと十分意思疎通を図ることができ
る人材の育成が求められる。したがって、職業教育
における普通教科の教育の充実、特に英語によるコ
ミュニケーション能力の育成等について早急に充実

を図るとともに、教員や生徒を海外に派遣し、また、
海外からの留学生の受け入れを促進し、外国の産業
の現状を理解した職業教育を積極的に推進する必要
がある。
��������	
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　指導者の確保については、英語等実習以外の科目
について、必要に応じて柔軟に少人数による授業展
開が可能となるよう人的処置を講ずること。また、
課題研究等で社会人を活用する方策について検討を
行うことが求められる。
　本府の職業科高等学校においては、先端技術機器
の導入も計画的に図られているが、国庫対象として
いるものが多く、整備品目や数量等に制限もあるの
で、さらに施設�設備の整備を進めるため、計画的に
整備�更新を図ること。
　また、今後、生徒の多様化に対応するとともに、
職業教育をより有効に推進するため、講義と実習、
少人数による授業展開が可能となるような、多目的
な特色ある実習室を整備する必要がある。
　教員の資質の向上は、職業教育を魅力あるものに
していくため、重要な役割を果たすものである。教
員には、今後とも、高度な専門的知識�技術とともに、
広い視野を持ち、指導性に富んだ教育者としての資
質が求められている。そのため、教員の指導力の向
上等を図ることは重要な課題となっている。特に、
職業教育を担当する教員は、常に産業界における技
術の動向や進展について、その把握に努めること。
そのため、産業の各分野におけるバイオテクノロ
ジーやエレクトロニクス、管理�システム技術等の
技術革新の進展に対応する現職教員の研修や、先端
技術を利用している企業等に教員を派遣する事業の
一層の拡充を図る必要がある。
　また、研修においては、企業等の第一線の技術者
を講師として招聘することについても、十分配慮す
る必要がある。
　高等教育機関との連携については、近年、職業科
高等学校においても、高学歴志向や技術の高度化に
伴い、より高度な知識・技術を習得するため、卒業
後もさらに高等教育機関に進学する希望を持つ生徒
が増加しており、高等学校で学習したことを基礎と
して、さらに継続して学習できる高等教育機関との
連携について、具体的に検討する必要がある。
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第一分科会〔平成��（����）�年�月答申〕
　��世紀を目前にして、我々を取り巻く社会は地球規
模で急速に変化している。ボーダレス化の時代といわ
れており、人々の営みは、国境を越えて影響し合い、
相互依存関係がますます深まるとともに、さまざまな
分野においてグローバル・スタンダード�世界標準�に
よる激しい競争の時代を迎えつつある。科学技術や情
報化の進展は、国際化を促進するとともに、情報通信
ネットワークの普及により、我々の生活様式や教育シ
ステムをさらに新たな方向へ転換するものと予測され、
情報活用能力の育成も求められるようになっている。

（中略）
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　府立高校の現状と課題については、総合学科、単位
制高校など新しいタイプの学校及び国際教養科、理数
科など専門学科の設置、職業学科の学科改編、普通科
におけるコースの設置等特色づくりが推進されてきた。

（中略）
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産業教育分科会〔平成���（����）�年�月答申〕
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　現在の職業学科の課題として、高等学校学習指導
要領では卒業までに��単位以上の専門科目を履修す
ることが義務付けられていることや、資格取得の要
件などにより、教育課程編成上制約を受け、教科・
科目の選択幅が狭くなりがちである。そのため、生
徒の学習や進路などに対する多様なニーズに応えき
れていない状況である。特に、年々増加している大
学等への進学希望に対する取り組みが十分でない。
科学技術の進展に伴い、専門領域に関する知識・技
術とともに、実務の上で幅広く対応できる基礎的な
知識・技術が求められている。

（中略）
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　基本姿勢として、生徒の自己実現をめざすため、
基礎・基本を確実に身に付けさせるとともに、将来
のスペシャリストとして豊かな人間性と創造力等を
育み、科学技術の変化に柔軟に対応できる能力を育
成することが重要である。大阪工業会の調査結果に
見られるように、職業学科に対する産業界からの期

待は大きい。このため、府民や産業界の期待に一層
応える専門教育が行われなくてはならない。
○　職業学科の特色化を考えた場合、今後の国際化、
情報化、技術革新の進展に対応した取り組みを強
めること。生徒の興味・関心に応じて、学習内容
の定着を図る上で大きな効果が期待できる実験・
実習等の体験的学習を、さらに重視すること。職
業教育については、普通科においても実践的、体
験的な学習をとおして自己の能力、特性等につい
て理解を深めるとともに、職業資格の取得や技術
の習得を図ることなどにより、豊かな職業観・勤
労観を育成することが重要である。
　　また、このことについては、義務教育において
も取り組むこと。
○　職業学科を設置する学校においては、施設・設
備や指導のノウハウを活用して、障害のある生徒
が、技術力を一層身に付けることができるよう修
学上の工夫をすること。
○　開かれた学校づくりについては、職業学科を設
置する学校は、地域社会における役割を一層自覚
し、地域社会から信頼される学校をめざして、学
校の有する教育機能を地域に提供するとともに、
地域社会や産業界等の教育力を学校に活用するな
ど、学校と地域社会・産業界等との双方向の交流
に努め、連携をさらに強めること。
○　職業学科、特に工業科においてこれまで果たし
てきた技術者育成という使命と役割については、
今後とも産業界からの期待は大きいと考える。
○　国際化、情報化への対応のためには、外国語、
数学、情報の基礎的知識を一層定着させるととも
に、実験・実習等の体験的学習を重視すること。
これらの具体的な方策のため、生徒が自らの意思
で選択できる柔軟なシステムを構築するという観
点から、次の点に配慮すること。
○　学科内の選択科目数を増やすとともに、異なる
学科間の科目選択などが可能となるようにするこ
と、資格取得のためのコースを設けることなど、
生徒の選択幅を拡大すること。
○　大学進学を希望する生徒のニーズに対応するた
め、専門科目を普通科目で一部代替するなど、教
育課程の工夫や指導体制の確立を図るとともに、
入試科目や推薦入学枠の拡大など大学入試の在り
方の改善について、大学等への働きかけを継続的
に行うこと。
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○　将来の進路を見とおして自己実現を図るため、
異なる学科への進路変更が可能となるよう、平成
�年度から実施されている府立高校間の転科（転
学）制度の積極的な活用を図ること。
○　総合募集の実施については、課題を明らかにし
つつ、その拡大についての検討をすること。
○　近接する学校がお互いの特色を生かし合うこと
ができる学校間連携を拡大すること。
　これらの方策は、可能なものから実施に移し、各
学校の特色づくりを進めることが重要である。

（中略）
　産業界等との連携については、その内容の教育的
意義や効果について十分配慮しながら、教育委員会
が、産業界等を代表する団体と連携を図り、企業等
と学校との連絡・調整の窓口になることが望ましい。
なお、地域社会・産業界・研究機関等との連携を図
る方策として、次のようなことを推進すること。
○　職業学科において、産業界から講師を授業に招
聘することは、生徒にとって先端の技術・技能や
企業の実態等を理解し、ひいては豊かな職業観・
勤労観を養うことにつながるなど大きな効果が期
待できる。今後、長期的に招聘し、単位認定を行
うことができるよう検討すること。
○　先端技術に関する情報や最先端の素材などは、
生徒の興味・関心を喚起する教材としては大きな
効果があるが、学校独自では入手困難な場合が多
い。生徒が、先端技術の一端に触れることができ
るよう産業界との連携に一層努めること。
○　高等学校の「職業教育担当教員企業派遣研修」
は、専門分野の知識�・�技術の習得はもとより、�教員
が企業の実態を直接体験できる数少ない機会の一
つであることから、今後はさらに産業界との連携
のもと、長期にわたって研修できるよう検討する
こと。
○　就業体験（インターンシップ）については、自
己の職業適性や将来設計について考える機会とな
り、主体的な職業選択能力や職業意識の育成を図
ることを目的として、すでに一部の職業学科にお
いて実施されているところがあるが、その活動を
拡大し、成果を単位認定する方向で実施できるよ
うにすること。
○　中学生の進路選択に当たって、現在の体験入学
のみならず、今後は中学生が「総合的な学習の時
間」などを利用して高校の学習内容をはじめとし

た教育活動を体験し、理解できる機会を拡大でき
るよう検討すること。
○　現在行っている「大阪府産業教育フェア」や各
種のイベントにとどまることなく、さらにさまざ
まな機会をとらえて、学校の��に努力すること。
なお、固定的なイメージでとらえられがちな職業
学科という名称を、実態に合った名称に変更する
ことなども検討の余地がある。
○　地域社会に信頼され、貢献できる学校をめざし
て、教員のみならず保護者や生徒等の意見をも反
映できる「学校教育自己診断」を行うなど、開か
れた学校となるように努めるとともに、学校の有
する教育資源を積極的に地域社会へ還元すること。

（中略）
　職業学科の入学者選抜については、目的意識を持
ち意欲ある生徒を受け入れる観点から、専門学科第
一次入学者選抜で、現行の��％から他の専門学科と
同様に、募集人員のすべてを選抜することや、現行
��％の合否のボーダーゾーンを、その幅を広げるこ
となど、今後、それらのメリットとデメリットを十
分精査し、入学者選抜の一層の改善に向けて検討を
行う必要がある。
　適正配置については、今後の生徒数の減少を考え
ると、職業学科においても、新しいタイプの学校を
設置することなどにより、再編統合を視野に入れる
必要がある。その際、意欲を持って職業学科へ入学
しようとする生徒の選択幅を狭めることのないよう、
地域的なバランス等を十分考慮に入れ、慎重に対応
することが望まれる。
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　工業高校では、工業教育をとおして、技術者とし
ての知識、技術・技能を修得するだけでなく、自己
の進路を主体的に切り拓き、自立した個人として他
者と協働して生きていくための確かな職業観や勤労
観を育成するとともに、社会における自らの在り方
を考える教育を進めることにより、環境の変化に対
応できる資質を養うことが重要である。このため、
普通教科・科目における基礎・基本の確実な定着を
図るとともに、ものづくりに取り組む積極的な姿勢
や課題を発見し解決する能力の育成、基本的な知識、
技術・技能を身に付け、工業高校での学習を生かし
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た進路実現が図られるよう、教育内容の充実とその
実現に向けて取り組みを進める必要がある。�
　なお、�これまで、�工業高校においては、�普通高校に
比べて多くの人的・物的措置がなされてきたが、今
後これらの一層効率的な活用を図るとともに、施
設・設備の充実など教育条件のさらなる向上に努め
るべきである。
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　工業高校に学ぶ生徒には、企業や社会の一員とし
ての役割を踏まえ、ものづくりの分野をはじめ、社
会で活躍していくための基本となる職業人としての
自覚を培い、厳しい環境の変化にも柔軟に対応し、
自立していく力の育成が必要である。このため、工
業に関する知識、技術・技能に加えて、幅広い教養
と社会性を身に付けさせるとともに、確かな職業
観・勤労観を養うための教育を進めるべきである。
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　将来のスペシャリストの育成を見すえた、専門分
野の深化に必要な基礎・基本の習得に重点を置いた
教育の充実を図る必要があるので、工業高校生とし
て修めるべき専門技術の到達目標の明確化を図るこ
とが重要である。
　また、職業資格取得やインターンシップの推進に
よる生徒の学習意欲の高揚、職業観・勤労観の育成
を図ることも必要である。
　さらに、流通などのマネジメントや経営、品質管
理等に関する知識についての学習の機会を設けるこ
と、語学力を含めコミュニケーション能力や自己実
現能力を身に付けることなど、変化の激しい時代に
主体的に対応できるものづくり技術者としての幅広
い知識の習得を図るべきである。
　産業界においても、ユニバーサルデザインの観点
から、すべての人に優しいものづくりへの対応が必
要となっており、今後、このような新しい分野の学
習課題に対応していくことが必要である。
　なお、工業高校に学ぶ生徒がものづくりへの興
味・関心を高め、意欲的に学習に取り組めるよう、
専門分野の基礎・基本に係る設備機器の更新を進め
るとともに、各校の特色づくりに応じた設備機器の
整備の重点化と集約化を図ることにより、拠点的機
能を発揮し、自校の特色ある教育の成果を工業高校
だけでなく普通科も含めた他校の生徒にも提供する
よう努めることが求められる。
　また、工業高校間のネットワークを強化し、府立

工業高校全体が連携し施設・設備の有効利用等に努
めることが必要である。
　障害のある生徒が、工業高校において確かな職業
観・勤労観を身に付け、それぞれの能力を十分に生
かして、専門的な知識や技術を修得できるよう、修
学上の細やかな工夫、配慮が求められる。
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　工業高校から、さらに高度な専門性を身に付ける
ことができる高等教育機関への接続をめざす教育が
求められる。そのためには、生徒が高等教育機関へ
進学し、専門分野を履修するために必要な、普通教
科・科目の学習が可能な選択科目やコース等を設定
するなどの方策を講じるべきである。併せて、進学
希望に合わせた科目選択が柔軟に行えるよう、前期
または後期での半期ごとの単位認定が可能となる�
学期制を導入するなど、柔軟なカリキュラムの編成
を行う必要がある。
　また、工業高校生が大学の公開授業などを受けら
れる機会の拡充や、高等教育機関の教員等が講師と
して工業高校で専門の講義をする、いわゆる出前授
業を実施することなどをとおして、生徒に将来高等
教育機関に学ぶことの動機付けを行うことが必要で
ある。
　さらに、高等教育機関の接続に向けた適切な指導
を行うためには、工業高校と進学先の大学や専門学
校などとの間で教職員の交流を進め、相互の教育内
容への理解を深めていくことが重要である。
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　工業高校が実践的技術者や将来のものづくりの
リーダーの育成という役割を果たしていくためには、
常に産業界や大学等の動向やニーズを把握し、それ
によって工業教育の内容を検証し、向上させていく
不断の努力が必要である。
　また、義務教育段階からものづくりに親しむこと
が不可欠であり、工業高校からの出前授業や学校訪
問など小・中学校との交流を進めるとともに、工業
高校での体験入学のさらなる推進や学校のホーム
ページの充実などによって、児童、生徒、保護者、
中学校の教員に対して工業高校の教育内容について
の積極的な情報発信に努めなければならない。
　時代や産業界のニーズを反映したカリキュラムの
開発など、工業教育の充実・向上を図るためには、
工業高校内部の取り組みに加えて、広く産業界や大
学など外部の専門家に協力をあおぎ、十分な連携を
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図って人的、物的な資源とともに各種情報のハー
ド・ソフトにわたる幅広い社会資源を明日のものづ
くりを担う人材の育成に活用していくことが求めら
れる。
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　専門教育の指導に当たる教員は、常にモチベー
ションを高め、最新の情報を得て技術力を高めるな
ど、一層の資質向上が不可欠である。そのため、教
員採用に当たって、産業界の実務経験や技術力も評
価するとともに、初任者の技術力向上に向けた実技
研修の充実に努めるべきである。
　また、現在実施されている悉皆研修や企業への派
遣研修等に加えて、個々の教員の技術力に応じて、
その向上を図るためのきめ細かな研修メニューの開
発を行うことが必要である。
　そのためには、企業の熟練技術者や大学等の研究
者を招いて直接指導を受けたり、教員が企業におい
て実務を通じて技術を学ぶことにより、最新の知識、
技術・技能を修得するとともに、ものづくりマイン
ドの一層の向上が図られるよう、教員研修の拡充を
図るなど、教員の資質向上に向けて一層の取り組み
を進めなければならない。
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　専門分野の学習の深化のためには、基礎・基本の
知識、技術・技能の習得を前提として、企業ニーズ
や産業構造の変化に柔軟に対応できる枠組みへと改
革を進めなければならない。現在、府立工業高校の
全校に機械系、電気系の学科が設置されているが、
本府のものづくり産業を担う人材の育成に関して、
今後も機械系及び電気系は、基幹的分野として大き
な役割を持つものである。今後、これらの学科につ
いては、府内の産業の動向を踏まえつつ、製造技術
のシステム化や環境技術への対応など、産業の実態
に即して充実・改善を図る必要がある。その他の学
科についても、特色ある地場産業を担う人材を育成
する観点を踏まえ、生徒の就業状況や社会ニーズ、
さらに技術の高度化などの実態を見極め、その充実
や改編・整理を行う必要がある。
　一方、スペシャリストの育成を望む声とともに、
技術の複合化への対応を望む声が強いことから、既
存の学科の改編により、「総合技術科」や「ものづ
くり工学科」など、複合領域が学べる学科の設置や
相互の領域の技術が学べるような弾力的なシステム

の構築についても検討する必要がある。
���������������	
��
�������

�������	

　専門分野の基礎・基本の習得という工業高校本来
の教育内容を堅持しつつ、将来のものづくりリー
ダーの育成に向けて高等教育機関で専門性をさらに
深めたいという生徒のニーズに応えるための教育の
充実が必要である。このため、高等教育機関での学
習に特に必要な数学・物理・外国語が選択できるコー
ス等の設置など、柔軟なカリキュラムを編成するこ
とが求められる。
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　学科の選択に当たっては、工業高校の各学科の学
習内容を十分に理解し、将来の進路を見とおして選
択することが望ましいが、中学�年生の時点では、
その選択が難しい面もあり、高校入学後に不適応に
より中途退学につながるケースも見られる。このこ
とから複合領域の学習ができるシステムの構築とと
もに、入学者選抜における学科ごとの募集ではなく、
学校全体として募集を行う、いわゆる総合募集（一
括募集）の実施が求められる。それにより、�年生
では、全員が工業高校生として身に付けるべき専門
分野の基礎・基本を共通履修し、学年が進行するに
したがい、自らの興味・関心や進路希望に応じて、
専門分野の学習の深化に必要な科目を選択するとい
う、生徒のニーズに合った教育の展開が可能となる。
　なお、総合募集の実施に当たっては、生徒の希望
を尊重しつつ、本人の適性や興味・関心を十分に踏
まえて専門分野の選択が円滑に進められるよう、ガ
イダンス機能の充実に努めるべきである。
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　近年の生徒の志願状況や企業からの求人状況、産
業の動向を示す各種指標などから、工業高校の募集
人員を積極的に拡大する状況ではないものの、今後
の製造業を中心とした大阪の産業を支える人材育成
の重要性から、これまでの工業高校の生徒募集比率
に基づく募集学級規模を確保することが必要である。
工業高校の学校規模は、現在、�～�学級となって
いるが、�学級程度の規模では教員配置数が少なく
なり、今後、新たな工業高校として、生徒の学習
ニーズに応えて柔軟な科目展開等を行っていくこと
が困難となる。工業高校においては、普通教室に加
えて多くの実習室等があり、施設面でも学級数の拡
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大には現状の面積で十分対応できることから、工業
高校の学校規模については今後、�～�学級に拡大
すべきである。�このように、�工業教育の一層の充実に
向けて学校としての適正な学校数を確保するという
観点から、工業高校の再編整備を進める必要がある。
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　適正配置については、今までの答申等に示された
方向性を踏まえ、現在の府立工業高校をはじめ他の
府内公立工業高校の立地を前提に、各地域ごとの公
立中学校卒業者数、府内の産業の集積状況やこれら
を踏まえた地域バランス、交通の利便性などを総合
的に考慮して行う必要がある。
　また、各校がさらに一層特色づくりを進め、それ
ぞれが特定の分野や技術などにおいて拠点機能を持
つよう施設・設備の充実を図る必要がある。
　なお、各校の特色づくりに際しては、産業政策の
動向はもとより所在地域の産業との連携を視野に入
れた取り組みが重要である。
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　多部制単位制高校の設置に伴い、夜間定時制の課

程への入学者の減少が予測され、夜間という条件の
もとでの就学を希望する生徒の志願状況を踏まえ、
適正規模・適正配置に留意した再編整備が必要とな
る。学習内容としては、多様な生徒の興味や関心に
対応するため、複合的な学習ができる柔軟な学習シ
ステムとする必要がある。
　また、普通科に学ぶ生徒にも、工業に関する科目
選択が可能なカリキュラムを編成することは、将来
の職業観を体験的に養う上で重要である。こうした
ことから、夜間定時制の課程の工業科については、
工業科の施設・設備を活用した専門科目や普通科目
を生徒の興味や関心に応じて選択し、総合的に学習
できる「総合学科」に改編することが求められる。
　また、生徒に工業科目を含めた多様な科目選択を
可能にするには、今後、府内における地域バランス
を考慮し、多部制単位制高校（クリエイティブス
クール）の設置を計画的に進め、これらの学校で修
得した単位を、在籍校の単位として認めることなど、
柔軟な科目履修のシステムを構築するべきである。
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　平成元�（����）年�月の府学教審産業教育分科会から
の「新しい時代に対応する府立学校の職業学科のあり
方について－特に、工業高等専門学校及び工業高等学
校の学科について－」の答申の趣旨に沿い、府立工業

高等専門学校（以下「府立高専」）の学科改編が実施
された。
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　学科改編は、平成��（����）�年�月から表���のよう
な内容で行われた。�

�
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　平成��（����）�年度から、各学科に共通する一般科目
と学科ごとの専門科目を展開するとともに、科学・技
術の進展に沿った新教育課程が学年進行で実施された。
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①　新教育課程の実施に伴う教員配置計画に沿い、
教員が増員された。
②　新しい教育内容に対応するため、専門の学術分
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野の研究集会、講習会・研修会等に積極的に参加
するなど、現職教員研修が拡充された。
③　大学、産業界からの外部講師を必要に応じて招
聘された。
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①　システム制御工学科及び共同教育研究センター

の校舎棟が建設されるとともに、新教育課程の実
施に必要な実験・実習室等を確保するため、既存
校舎が改修された。
②　新教育課程の実施に伴う年次整備計画に沿い、
老朽化施設の更新及びコンピュータネットワーク
システムやＣＡＤシステム、材料試験装置など先
端技術機器の導入が図られた。�
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　平成��（����）�年�月の学科改編から��年以上経過し
たことをはじめ、科学技術の質的変化・高度化、国際
化、情報化の進展など社会情勢が変化したことや、専
攻科の制度化、日本技術者教育認定機構（ＪＡＢＥＥ）
の発足、さらには、府の行財政計画案の中で「府の大
学や試験研究機関等との連携のもと、産業教育の変化
や生徒のニーズ、進路の多様化に対応した高等教育機
関としての展望を視野に入れ、今後とも府が設置する
必要性を含め、機能のあり方について検討を行う。」と
されたことなどを踏まえて、平成���（����）�年�月に
�「府立工業高等専門学校あり方検討会議」が設置され、
平成���（����）�年�月に報告書がまとめられた。その概
要は、次のとおりである。
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○　今後とも科学技術創造立国をめざす一環とし
て、製造業の発展を担う実践的技術者が必要で
ある。大阪を中心とした関西圏における企業の
活性化や経済成長を図るためにも、実践的技術
者の育成が必要不可欠である。
○　社会や府民にとって魅力ある学校づくりを進
める必要がある。すなわち、技術者教育中心の
高等教育機関としての位置付けを明確にし、し
かも、実践的技術者の育成をとおして、産業界
や地域へ貢献できる魅力ある学校づくりが期待
されている。
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○　教育内容：技術者に必要な幅広い知識や技術
を身に付けさせる。すなわち、学習量の減少に
対応した基礎・基本の確実な定着を図り、実験・
実習等体験的学習や問題発見・問題解決・プレ
ゼンテーション能力等、実務的能力の育成及び

専門課題学習を充実させ、経営管理教育の推進
を図ること。
○　学科のあり方：社会的ニーズに適切に対応し
た学科とすること。
○　専攻科の設置：専門分野の学習の深化を図り、
ＪＡＢＥＥ認定について検討すること。
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　副校長の設置等権限と責任を明確にできる管理運
営体制を強化すること。また、開かれた学校づくり
に励み、教育環境の整備・充実に伴う受益者負担を
検討とともに、教職員配置のスリム化を図ること。
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　独立行政法人化についての検討をする必要がある。
　平成���（����）�年�月に「府立工業高等専門学校改
革推進プロジェクトチーム」を府教育委員会内に設
置し、�平成���（����）�年�月に「府立工業高等専門学校
改革計画案」が示された。�
　その概要は、次のとおりである。
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①　基礎�基本の確実な定着、専門技術の各分野で
の基礎�基本教育の徹底。
②　体験的学習を通じて職業観・勤労観の定着、実
践的な能力の育成。
③　高度化する産業技術に対応した専門課題学習の
充実、問題発見・解決能力の育成。
④　グループによる課題への取り組み、マネジメン
ト能力等の育成。
⑤　技術者としての社会的責任を自覚し、行動でき
る能力の育成。
⑥　ガイダンス機能を充実し、学生の進路�コース
選択等を支援。
⑦　障害のある学生に対する就学上の配慮について
の検討。
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　変化する産業技術者の育成ニーズに適切に対応する
ため、学科の枠組みを超えた「総合工学システム学科」
�学科�コース制とする。コースの名称は、次のとお
りである。
○機械システムコース
○システムデザインコース
○メカトロニクスコース
○電子情報コース
○物質化学コース
○環境都市コース
���������	
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①　産業技術の革新・高度化に対応し、本科と有機
的に接続した人材育成を行う。「総合工学システ
ム専攻」�専攻�コース（専門分野）を設置する。
②　機械工学、電気電子工学、応用化学、土木工学
の四つの専門分野について、大学評価・学位授与
機構の認定が受けられる内容とする。
③　技術者教育の国際的基準となるＪＡＢＥＥの認
定をめざす。

�������

①　本科の入学者定員は、進路状況求人倍率や、産

業界への貢献の観点から現行どおり���名とし、�総
合募集の実施、受験機会の複数化等の検討を行う。
②　専攻科の入学者定員は��名とし、社会人技術者
の選抜方法を検討する。
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①　組織の活性化を図り、社会的ニーズに適切に対
応した教育を推進する。
○校長を補佐する副校長の複数配置、校内組織の
見直しを行い、組織における権限と責任を明確
にできる運営体制を強化する。
○組織を再編し、教育研究支援機能、産業及び地
域への貢献機能を充実する。
○公開授業・評価や外部評価制度を充実し、学校
運営に反映する。
○企業等の外部人材の活用を検討する。
○校長のリーダーシップのもとに教員の研究奨励
制度を創設し、教育内容の向上、産学連携に反
映する。
○府立高校における整備状況を踏まえ、空調設備
の導入を検討する。

②　国立高等専門学校などを参考にしながら、表
���のように教職員配置を段階的にスリム化する。

�������	


　設置�運営については、地方独立行政法人法の対象
事業とされていないことから、府が運営することとし、
�国の動向等を見極めながら、引き続き検討する。�
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　昭和���（����）�年�月府教育委員会に「農業教育近代
化検討委員会」が設置され、付加価値の高い農業生産
の技術を身に付け、時代の変化に対応できる職業人の
育成について検討が進められた。
　また、同年�月に府学教審産業教育分科会から答申
が出され、この中で「農業に関する学科においては、
……既存の学科を新しい学科へ転換することについて
検討することが望まれる。」ことなどが提言された。こ
れらを踏まえ、昭和���（����）�年度と平成元�（����）�年度
に府立園芸高校及び府立農芸高校において学科改編が
行われた。
　さらに、工業高校の学科改編が、昭和���（����）�年�
月に出された府学教審産業教育分科会の「本府高等学

校における今後の職業教育の在り方について」の答申
及び平成元�（����）�年�月に出された府学教審産業教育
分科会の「新しい時代に対応する府立学校の職業学科
について－特に、工業高等専門学校及び工業高等学校
の学科について－」の答申を踏まえ、①原則として既
存学科を改組することとし、平成�（����）年度から平
成�（����）年度までの�か年で計画的に実施する。②
エレクトロニクスの進展に対応するため、情報関連学
科を設置する。③メカトロニクスの進展に対応するた
め、機械と電子の領域を融合した学科を設置する。④
生産の管理、システム化に対応するため、専門領域を
拡充した学科を設置する。という方針のもとに推進さ
れた。
　なお、表���は、府立農業・工業高校の学科改編の
状況の推移を示したものである。�

　学科改編に伴う施設�設備については、新しい教育
内容にふさわしい施設�設備となるよう、バイオテク
ノロジーや情報関連機器、先端技術機器等、産業教育

国庫補助金を中心に整備された。
　また、情報関連機器については、リース制の導入が
図られた。�
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　平成��（����）�年�月に府教育委員会から、「生涯学
習時代の多様なニーズに応える－魅力ある定時制高校
への改革－」が公表された。
　この中で定時制高校は、志願者数の減少�募集人員
の約半分�などにより、生徒実態の多様化、卒業率の低
下�入学時の約半分�、学校が小規模化してきた。定時
制高校は、勤労青少年のための後期中等教育という位
置付けに変わりはないものの、生徒の実態は大きく変
化している。このまま、現状を傍観するならば、定時
制高校の将来は憂慮されるため、生涯学習時代の多様
なニーズに応え、いつでもだれでも学ぶことができる
ような魅力ある定時制高校に改革するために再編する
ほか、魅力ある定時制高校に改革するためには、一定の
学校規模が必要であり、全体の志願状況から見て、周辺
校の募集停止は止むを得ないという考えが示された。
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○　工業高校に普通科を併置し、普通科目も職業科
目も相互に学ぶことができる総合制を導入する。
（西野田工業、�淀川工業、�今宮工業、�佐野工業の�校）
○　普通科に生徒のニーズに応えることができる
コース制を導入する。�情報処理コース、国際教
養コース等�
○　選択科目を拡充し、生徒が自ら興味・関心等に
応じて学習できる選択制を導入する。
○　普通科に専門科目を取り入れ、職業能力を伸ば
す。�「産業社会と人間」、「情報処理」、「工業数理」、
�「文書処理」、「簿記」等�
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　○　生徒が主体的に学習計画を立てることのでき
　るよう、単位制の学校を拡充する。
　○　�年制を基本に、�年間でも卒業できる定時
　制・通信制併修制度を拡充する。

��������	
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　○　いつでも可能な時間に学ぶことができるよう、
　桃谷高校を単位制の新しいタイプの高校として
　その教育機能を一層充実させるため、昼間の定
　時制の課程に続き、夜間の定時制の課程を新設
　する。
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　○　学校で開設している教科・科目を開放し、再
　学習を希望する府民のため、聴講制度の導入を
　検討する。
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①　再編後の学校所在地は、自宅又は勤務先等府内
の各地域から��～��分以内で通学が可能な範囲に
なるよう配慮する。
②　募集停止校で在校生が留年し、再履修を希望す
る生徒がいる場合は、課程の廃止を�年に限り延
長する。
③　補食給食校の完全給食化について検討する。

�　������
　定時制改革を実施するため、�校（市岡、守口、
高津、今宮、勝山、佐野）を平成��（����）�年度に生
徒募集停止し、再編する。平成��（����）�年度以降に
ついては、平成��（����）�年度の選抜実施状況、適正
配置の観点等を踏まえて引き続き検討する。�

�
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　総合学科は、平成��（����）�年�月に高等学校教育の
一層の個性化・多様化を推進するため、選択履修を原
則に普通教育及び専門教育を総合的に実施する学科で
あり、現行の普通科・専門学科に並ぶ第�の学科とし
て、国において策定されたものである。その際、文部
省初等中等教育局長通知により、学年による教育課程
の区分を設けない単位制による課程とすること、教育
課程における科目編成は高校の必履修科目、学科の原
則履修科目、総合選択科目、自由選択科目により編成
することなどが示された。

　このうち、学科の原則履修科目としては、自己の進
路への自覚を深めさせるとともに、将来の職業生活の
基礎となる知識・技術を習得させるため、「産業社会と
人間」、「情報に関する基礎科目」、「課題研究」の�科
目が示された。また、教育課程の編成に当たっては、
これら原則履修科目と専門教科・科目を合わせて��単
位以上開設することとされた。
　総合学科に関する教育課程の編成の基準については、
それまで文書で通知されていたものが改められ、平成
���（����）�年�月学習指導要領にその基準が明示された。
　平成���（����）�年度から学年進行により実施の学習指
導要領においては、すべての学科の必履修教科として
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�「情報」及び「総合的な学習の時間」が新設された。総
合学科においては、「総合的な学習の時間」に「生徒
が興味・関心、進路等に応じて設定した課題について、
知識や技能の深化、総合化を図る学習活動」を行うこ
ととされた。
　また、これに伴い、総合学科では「産業社会と人間」
をすべての生徒に原則として入学年次に履修させるこ
と。その標準単位数は�～�単位とし、教育課程の編
成に当たっては「産業社会と人間」及び専門教科・科
目を合わせて��単位以上開設することが示された。

　このほか、総合学科の施設・設備については、専門
教科・科目�産業教育関係���単位以上の設置により、
産業教育振興法が適用されることになった。
　本府においては、平成��（����）�年度から府立柴島高
校、府立今宮高校、府立松原高校がそれぞれ総合学科
に改編された。
　なお、平成���（����）�年度には、府立能勢高校、府立芦
間高校、府立八尾北高校、府立枚岡樟風高校、府立堺東
高校、府立貝塚高校にも総合学科が設置された。�
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　インターンシップは、従来から農業高校や工業高校
などで「実習」や「課題研究」の一部として、産業界
の現場における「現場実習」として実施されていた。
　平成��（����）�年�月の理産審答申において、今後の
専門高校での教育の改善・充実を図っていく上で、こ
れまで以上に地域や産業界との連携が必要であるとさ
れ、インターンシップの重要性とその意義が、次のよ
うに強調された。
○　職業の現場における実際的な知識や技術・技能に
触れることが可能になり、学校における学習と職業
との関係について生徒の理解が促進するとともに、
学習意欲を喚起する。

○　生徒が自己の職業適性や将来設計について考える
機会となり、主体的な職業選択の能力や高い職業意
識の育成が促進される。
○　生徒が教員や保護者以外の大人と接する貴重な機
会であり、異世代とのコミュニケーション能力の向
上が図られる。
　また、平成���（����）�年�月告示の学習指導要領では
「就業体験」として取り扱い、生徒の学習に対する目
的意識や職業観・勤労観の希薄化のほか、進路未決定
の高校卒業者の増加や就職者の早期離職率の上昇の顕
著化などに対応するため、専門高校に限らず総合学科
や普通科にも取り入れ、できるだけ多くの生徒に体験
させる必要があることが示された。�
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　平成���（����）�年度に府教育委員会から、「全日制府
立高等学校特色づくり・再編整備計画」が公表された。
本計画は、生徒減少期を教育環境・教育条件など教育
の質的向上を図る好機ととらまえ、同年度に策定され
た府教育委員会の「大阪府教育改革プログラム」に基
づいてつくられたものであり、平成���（����）�年度から
平成���（����）�年度までの��年間にわたる、府立高校の
改革計画が示された。
　このような中、平成���（����）�年�月に府学教審から、
�「今後の後期中等教育のあり方について」の答申が出さ
れた。その概要は、多様なニーズを持つ生徒が目的意
識を明確にして学ぶことができる多部制単位制高校
（クリエイティブスクール�の設置と、これに従前の

全日制の課程を合わせた�「昼間の高校」という新たな枠
組みを設定し、これに対応した高校への進学率を設定
すること、及び多部制単位制高校（クリエイティブスクー
ル）の整備に伴う夜間定時制の課程の学校規模や配置
のあり方について検討する必要があるなどであった。
　続いて、平成���（����）�年�月に府学教審から「今後
の府立工業高校のあり方について」の答申が出された。
この中で、社会経済情勢の変化に伴う今後の工業高校
に求められる方向として、「実践的な技術・技能を身に
付けるために専門分野の深化をめざす」、「高度な専門
性を身に付けるため高等教育機関への接続をめざす」
の二つをあげ、これをもとに今後めざすべき教育内容
とその実現に向けた取り組みや、適正規模及び適正配
置のあり方、工業高校に併置されている夜間定時制の
課程のあり方などが示された。
　これに伴い、同年�月に本計画の全体的な見直しが
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行われた。
　なお、その概要は、次のとおりである。
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　国際化、情報化、少子高齢化等の社会経済情勢が変
化するとともに、生徒の学習ニーズが多様化する中で、
生徒一人一人が興味・関心、能力・適性、進路希望等
に応じて多様な学習と幅広い進路選択が可能となるよ
う、府立高校の特色づくりを進めること及び生徒減少
による学校の小規模化が進む中にあって、適正規模・
適正配置の観点から再編整備を推進し、活力ある学校
づくりを進めること。
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　平成���（����）�年度から平成��（����）年度までとする。
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　府立高校特色づくりの内容は、次のとおりとする。
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　府学教審答申で示された工業高校での専門分野の
学習の深化、高等教育機関への接続という二つの方
向性を踏まえて、産業構造の変化や技術の複合化な
どの課題に対応できるよう、教育内容の充実を図る
とともに、適正規模・適正配置の観点から工業高校
を再配置する。
　また、工業高校については、教育内容、教育シス
テムの大幅な刷新を図り、新しい学校としてスター
トすることから、専門高校としての種別名称を「工
科高校」に改める。
　なお、「工科高校」の内容は、次のとおりとする。
○　機械、電気を基幹分野として、専門分野の知識、
技術、技能の基礎�基本を修得できるものとする。
また、技術や産業分野の複合化に対応して、専門
科目の共通履修や、複合分野を系統的に学習でき
るものとする。
○　高度な技術を修得し、専門性を身に付けること
をめざす生徒が、進路希望に応じて大学などの高
等教育機関への接続に向けた学習が可能となるよ
う、必要なコースや選択科目を設置する。

○　企業や大学、試験研究機関等の協力のもとに、
見学や公開講座、インターンシップ制度などを積
極的に活用することにより、生徒が先端的な技術�
機器や最新の情報に接する機会を提供し、ものづ
くりに対する意欲の向上を図る。
○　柔軟な科目の設定や単位認定が可能となる�学
期制の導入を図る。
○　専門的な技術・技能を身に付けられるよう、専
門分野の基礎�基本に係る設備�機器の整備�充実
を進めるとともに、各校の特色づくりに見合うよ
う、重点的・集約的な設備�機器の配置を行う。
○　工業教育の向上を期するため、各府立工科高校
が連携を強化し、一体となって取り組みを進める。
○　工科高校教員の技術・技能の向上に向けて、
個々の技術力に応じた研修や、企業等における実
務研修の一層の充実を図る。また、産業界での実
務経験や技術力を有した教員の採用に努めるとと
もに、高度な専門性を有する退職教員や企業�地
域等の優秀な人材を外部講師として積極的に活用
する。
○　これまでの学科に代わって新たに体系付ける専
門科目のまとまりである「系」を設定する。現在
設置されている機械、電気以外の学科については、
地域の産業とのかかわりを踏まえつつ、生徒の就
業状況や社会的ニーズ、技術の高度化などを見極
め、系としての充実や改編、整理を行い、�校当た
り�～�の系を設置する。
○　�年次において、ガイダンスのための科目を設
け、専門分野の知識だけでなく、職業観の育成や
自らの生き方について考える内容のものとする。
○　多様なコース、教科�科目を展開することや、施
設規模等から、募集学級数は�学年�学級を基本
とする。
○　現在の府立工業高校の立地を前提に、府内の産
業の集積状況や、これらを踏まえた地域バランス、
通学の利便性などを総合的に判断して、現行��校
のうち�校を工科高校として再配置する。
○　その�校は、府立茨木工業高校、府立西野田工
業高校、府立淀川工業高校、府立今宮工業高校、
府立城東工業高校、府立布施工業高校、府立藤井
寺工業高校、府立堺工業高校、府立佐野工業高校
とする。
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　なお、�表���は、本計画による平成���（����）�年度及
び平成���（����）�年度の府立高校数を示したものである。
○　府立白菊高校は、�保健婦助産婦看護婦学校養成
所指定規則の改定に伴い、�平成���（����）�年度から
生徒募集停止となった。（������）�

　　なお、この経緯は、次のとおりである。
　①平成�������）�年�月から、「准看護婦の資質
の向上に関する検討会」�厚生省�において、准看
護婦養成に係わる教育内容・教育環境等を充実さ

せる方向で検討が進められ、平成���（����）�年�月
に報告書にまとめられた。②平成���（����）�年�月
及び��月に医療関係者審議会保健婦助産婦看護婦
部会で、この報告書に沿って保健婦助産婦看護婦
学校養成所指定規則が協議され、その後約�か月
間のパブリック・コメント期間を経て、��月に同
部会で承認された。④平成���（����）�年��月に保健
婦助産婦看護婦学校養成所指定規則の一部を改正
する省令が告示され、施行期日は平成���（����）年
�月となった。
○　府立能勢高校は、大阪府中高一貫教育研究会議
の結論に基づき、中高一貫教育校として総合学科
に改編することが平成���（����）�年度に決定された。�
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　国や本府の審議会答申等でよく提言されているのは、
教員の資質の向上についてのことであり、このことは、
職業教育を担当する教員には常に求められることである。
　職業教育における教育内容の改善や学科の改編等を
行うためには、優れた資質を有する教員の確保に努め
るとともに、現職教員には技術の進歩に対応し得るよ
う研修の充実が必要である。
　国においては、このような考えのもと、次のような
講座等が実施されている。
　○　新産業技術等指導者養成講座
　○　高等学校農業クラブ指導者養成講座
　○　高等学校家庭クラブ指導者養成講座
　○　産業教育内地留学

　○　総合学科等新科目実技指導講座
　また、全国農業高等学校長協会、全国工業高等学校
長協会、全国高等学校長協会家庭部会、全国商業高等
学校長協会等においても教員の資質向上のため各種の
研修会が開催されている。
　本府においては、教員の資質向上、先端技術の修得、
実社会での体験を学校現場で生かす観点から、平成�
�（����）�年度から高校の「職業教育担当教員企業派遣研
修」が実施され、研修終了後には全体発表大会が開催
されている。
　その他、「高等学校産業教育学科主任研修」、「高等学
校ものづくり研修」、「高等学校『農業』研修」、「高等
学校『工業』研修」、「高等学校『商業』研修」、「高等
学校『家庭』研修」、「高等学校『看護』研修」などが
実施されている。�
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�　平成��年度の計画における専門高校��校の内訳は、農業�校・工業�校・国際科学�校・造形�校
を示す。平成��年度は本計画の最終年度を示す。
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　昭和���（����）�年の国からの高校入学者選抜の改善に
ついての通知のほか、総合学科の設置や平成��（����）

�年の府学教審の入学者選抜の改善に関する答申などに
より、府公立高校の入学者選抜は表���のように変遷
した。
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〔昭和���（����）�年�月建議〕
　近年、エレクトロニクスをはじめとする科学技術の
進歩は著しく、�先端技術の開発や高度情報化に伴い、�産
業構造や就業構造など産業界に大きな変革が起きてお
り、これらは、今後一層急速に進むものと推測される。
　さらに、我が国の国際的地位や責任も高まり、外国
との文化・経済・人的交流等のあらゆる面で、国際化
の進展はますます強まろうとしている。
　このような状況の中で大阪市は、��世紀をひかえ、
先導的な活力ある国際文化都市として発展するために
は、かつて実学を重んじ、職業教育の振興に努めてき
た経験を基盤として、時代の変化に対応できる人材育
成を図るため、より一層積極的に職業教育を推進しな
ければならない。
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　急速な技術革新の進展する時代には、創造的な学
習態度や問題解決能力、応用力などを養い、課題に
適切に対処し得る能力を育成することが大切である。
このため、基礎的・基本的な知識・技術の定着を図
るとともに、新しい高度な専門技術を修得させる指
導方法を工夫するなど、教育課程編成上一層の配慮
が必要である。
　また、工業科及び商業科高等学校における新しい
学科や複合的な学科など、学科の新設・改編・統合
を積極的に検討するとともに、さらに多様な職業教
育を展開できるよう、地域や他の教育機関等との連
携を一層緊密にし、従来の枠を超えた職業科高等学
校等新しい教育システムの構想も研究課題の一つと
して考えられる。
��������	
��

　社会の情報化が進展し、学校教育においてもコン

ピュータによる情報活用能力等の育成について積極
的に進められようとしているが、特に職業科高等学
校においては、情報に関する教育の一層の深化・充
実を図らなければならない。
　そのためには、指導内容・指導方法をさらに研究
するとともに、各校の教育活動が効率よく展開でき
るようなシステムとして、大阪市教育センター情報
処理教育室を中心に、各学校・学科の専門的な特色
等を十分生かした新しいコンピュータシステムの構
築について早急に検討し整備する必要がある。
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　エレクトロニクス、新素材、バイオテクノロジー
などの先端技術教育に関する施設・設備については
一層の整備を図るとともに、職業教育の基礎・基本
にかかる設備の更新についても積極的に行わなけれ
ばならない。
　また、商業教育の推進に必要な施設・設備、例え
ば、総合実践教室などへの情報処理関係設備の整備
などについて積極的に行うべきである。
　なお、時代に即応した最先端機器を導入し、教員
の専門技術研修及び専門技術実習が可能な教育施設
の設置を研究する必要がある。
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　普通科高等学校における進路状況から見て、体系的
な職業教育の導入が必要であり、特に情報教育に関す
る機器の整備を進めるとともに、職業科高等学校との
連携を図ることなどが考えられる。
�������	�

　生涯学習社会化が進展し、人々の学習ニーズが高度
化・多様化する中で、定時制職業科高等学校の在り方な
どについても生涯学習の観点から検討する必要がある。
　また、職業が専門分化し、専門的技術への要請が高
まる状況のもとで、公的職業資格取得者の増加を図る
よう、その方策について検討しなければならない。
　なお、�職業教育を担当する教員の資質・指導力の一層
の向上や、�職業教育の内容や方法の改善に向けて、�より
組織的・計画的な研修体制の整備を図るとともに、企
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業や大学での長期及び短期の研修制度の拡充や、海外
研修も積極的に行えるよう配慮することが必要である。
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〔平成��（����）�年�月建議〕
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　本市の高等学校は、商工業都市として発展してき
た地域性とそれに基づく実学を重んじる精神で支え
られながら職業教育の充実に力を入れ、幾多の有為
な人材を輩出し、市民の信託に応えてきた。戦後の
高校在籍者数が第�次ピークとなる昭和��年代初め
には、普通科が約��％、職業学科が約��％であった。
現在は、普通科が約��％、職業学科が約��％になっ
ており、�依然として、�専門高校に在籍する生徒が多い。
　今日、専門高校に入学する生徒の能力、適性、進
路等は、ますます多様化しており、このような生徒
のニーズに対応するため、さまざまな学科・コース
を設置するとともに、学科の枠を超えた科目選択を
可能にしたり、学習指導要領に示されている教科・
科目以外の教科・科目を開設したりするなど、教育
課程の弾力化・多様化の推進に努めている。
　卒業者の進路状況については、現在は就職者が多
数を占めているものの、進学を希望する生徒が年々
増加傾向にある。
�������

　本市の専門高校では、実習などの実際的、体験的
な学習を重視し、確かな知識・技術としっかりした
職業観・勤労観を身に付けた中堅技術者、事務従事
者などの育成に努めてきた。また、生徒一人一人の
能力・適性等に配慮した総合的な人間教育を行って
きた。この基本的な考え方は、今後、専門高校に一
層強く求められるものである。
　しかし、今日、これまで以上に高度な専門的知識・
技術を有する人材が求められるようになっており、
生涯をとおして専門的能力の向上に努める必要が一
層高まってきている。
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　産業社会のめまぐるしい発展の中で、職業教育
は常に、「不易」と「流行」とをしっかり認識し、職業
教育だからこそできる教育の展開が課題である。
　特に、本市専門高校の情報教育については、全
国的にも先駆的な取り組みを推進してきたが、今

後もマルチメディアやインターネットなどの進展
を視野に入れつつ、一層の深化と充実を図ること
が重要である。
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　中学校卒業者は昭和��年をピークにして減少を
続け、平成��年にはピーク時の約半分になるもの
と予測される。この状況において、いかにして職
業教育の持つ特徴とその意義を理解させ、職業教
育への期待を高めるかが大きな課題である。その
ためには、生徒にとって一層魅力あるものになる
よう職業教育の質的改善・充実を図り、学科の新
設・改編等を行う必要がある。
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　今日の社会においては、�国際化・情報化の進展や
科学技術の高度化に伴い、�絶えず新しい知識・技術
を身に付けることが求められている。�さらに、�高齢
化社会を迎え、生涯学習の必要性が高まっている。
　職業教育においても、このような観点に立った
指導を行うことが肝要である。また、市民の生涯
学習への要望に応え、地域に開かれた専門高校と
しての教育機能を積極的に提供することも重要で
ある。
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　本市専門高校から、大学・短期大学・専修学校
等への進学率は、平成�年�月の卒業者について
は約��％であり、これは昭和��年�月の卒業者と
比較すると約�倍に当たる。このように専門高校
では、社会全体の高学歴化を背景にして、進学率
は飛躍的に増大しつつある。
　このような状況においては、専門高校からの大
学等への進学について、積極的に対応することが
活性化の有効な手段でもある。そのためには、進
学対策の強化とともに、特別推薦入学枠や専門科
目による代替受験制度等の拡充について、一層配
慮がなされるよう関係諸機関等に対して働きかけ
をしていく必要がある。
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　本市専門高校は、それぞれの学校が特色を持ち、
魅力ある存在になるよう生徒の実態や社会の要請に
基づき、学科の新設・改編、コース制の導入などさ
まざまな施策を実施してきた。
　学校規模については、学級減に伴って小規模化が
進むことは、学校の活力を低下させる要因になり、



��

学校運営の面でも好ましくない状況が生じるので、
�学年�～�学級程度が適正規模と考えられる。な
お、学級減については、生徒や地域の実態を踏まえ
て、地域的に均衡のとれた学科及び学級の配置にも
留意する必要がある。
　また、学科構成についても、生徒の多様化に対応
するとともに、総合化や専門化を図るなど、それぞ
れの学校が特色ある魅力的な学校にすることが必要
である。
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　公立の商業高等学校は、府内では大半が本市に
設置されており、いずれの学校も輝かしい歴史・
伝統と実績を有している。しかし、近年、商業高
等学校への志願者数が年々減少する中で、定員割
れを起す学校も生じてきているので、それぞれの
学校が個性化・特色化の一層の推進を図る必要が
ある。そのためには、商業デザイン分野・観光分
野・秘書分野・環境分野等の学科・コースの新設
や総合学科の設置についても十分視野に入れて検
討する必要がある。また、商業系以外の学科を併
設するなど、新たな視点から、本市高等学校全体
の在り方を総合的にとらえて検討することが大切
である。
　教育課程については、多様で弾力的な編成を行
うとともに、教育内容・方法の工夫改善を図るこ
となどによって、大学進学への道の拡大にも努め
る必要がある。
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　本市の工業高等学校は、早くから全国的にもユ
ニークな学科を設置し、特色化を推進してきた。
しかし、急速な技術の進歩、国際化・情報化の中
にあっては、時代の進展に対応するため、基幹学
科の改革を含め、新しい発想に基づく学科の再編
を早急に検討する必要がある、そのためには、そ
れぞれの学校が、機械系学科を中心とした学校や
電気・電子系学科を中心とした学校、環境技術系
学科を中心とした学校など、学校ごとに個性化・
特色化を積極的に推進する方向も研究しなければ
ならない。
　さらに、総合技術系というような学科を設置し、
学年進行とともに類型やコースに分れるような学
校への改編や既設の学科を総合学科に改編し、工
業高校そのものが生まれ変わることも積極的に検
討する必要がある。
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　総合学科は、平成���年度より制度化され、普通
科と職業学科とを総合した単位制による新しい学
科である。そこでは、生徒の個性を生かした主体
的な学習をとおして、学ぶことの楽しさや成就感
を体験させる学習を重視するとともに、高等学校
へ入学してからの適切なガイダンスにより、自己
の進路を明確にするなどの特徴を持っている。
　総合学科には、入学生の目的意識の問題や設置
条件等の諸課題もあるが、本市専門高校において
も、地理的条件、開設する系列等を考慮して、設
置に向けて積極的に検討すべきである。
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　本市においては、平成��年度より西高等学校を
普通系、商業系、工業系を持つ総合制高等学校に
改編した。今後も、このようなタイプの学校の設
置について、検討することが望まれる。
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　講座数の増加に伴う教室�教員数の確保や自習室
の整備など、人的�物的な充実が必要である。設置に
ついては、なお一層の研究がなされるべきである。
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　近年、就業形態の変化、就学生徒の減少、入学動
機の多様化等、定時制高等学校を取り巻く状況は大
きく変容した。本市は、平成��年に、多様な学習目
的を持つ社会人の要請にも応えうる新しいタイプの
高等学校として、単位制の課程の大阪市立中央高等
学校を開設した。同時に同校に、定時制高等学校�
校を統合して、学年制課程として商業科と普通科を
併置した。また、現在ある四つの定時制工業高等学
校は、小規模化により集団活動や特別活動等におい
て支障を来たしている学校もあり、多様で弾力的な
教育課程の編成を困難にしている。
　したがって、改革の基本的な方向としては、独立
専用校舎を整備して単位制を導入し、大学進学も可
能なコースを含めた多様な教育課程を編成すること
が必要である。そのためには、今後、他の定時制高
等学校の統廃合も視野に入れなければならない。
　また、スペシャリストの養成というニーズに応え
る継続職業教育機関としての「工業専攻科」、「産業
教育共同利用施設」（高校テクノセンター）、さらに
理科系離れ対策や創造的な人材育成のための施設を
併設するなど、定時制工業高等学校の改革構想を早
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急に検討する必要がある。
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　今日の産業社会においては、より先端的で高度な
実践的技術者の養成が急務になっており、高等学校
を卒業した生徒のニーズに応じる多様な教育機会を
提供する必要がある。
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　高等学校終了後さらに高度な専門的な知識・技
術を身に付けた技術者の養成や上級資格の取得を
めざした専攻科の設置について検討する必要がある。
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　平成��年に高等専門学校設置基準が改正され、
商業の分野についても設置が可能になった。高等
専門学校は、教職員や施設�設備の基準、監督庁の
違いなど、高等学校とは異なる課題も多くあり、
�本市としては、�なお研究を継続する必要がある。
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　本市においては、大正����年に�年制の工芸学校
を設立し、関西におけるデザイン・造形教育の中
心的な役割を担い、常に時代の要請に応えてきた。
　近年の社会状況は急激に変革し、デザイン界に
おいてもその対応に迫られ、高等学校の造形教育
との一貫性、継続性を持ち、デザイン・造形教育

を一層深く充実させるよう、専門教育機関として
の社会的な要請を受けていた。このため、昭和��
��年には高等学校卒業者を入学資格とする「大阪市
立デザイン教育研究所」を大阪市立工芸高等学校
内に設立した。当研究所では、ビジュアルデザイ
ンコース、プロダクトデザインコース、スペース
デザインコースの�コースを設け、高校でのデザ
イン教育を継続しながら、さらに高度なデザイン
教育を実施している。今後とも、社会のニーズを
勘案しつつ、他のさまざまな分野の専修学校の設
置についても研究を継続していくことが必要であ
る。

��������	
��
�

　職業教育を担当する教員は、産業社会の急激な進
展に対応できるよう、教科に関する知識�技術を常
に見直し、その資質や能力の向上に努めることが望
まれる。また、最新の知識�技術に関する実技研修、
大学等への留学、企業での現場体験などの専門分野
の研修だけでなく、広い視野を培う学際的な研修に
ついても配慮することが肝要である。さらに、効果
的な研修の推進を図る観点から、各学校においては、
校内研修の組織化を図り、研修体制の確立に努める
ことが大切である。�
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〔平成��（����）年�月答申〕
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　　本市の専門高校においては、「情報」及び「福祉」
の教科を新設し、また、「環境」問題に関する学

習を取り入れるなどにより、社会の変化や産業の
動向に的確に対応できる将来のスペシャリストの
育成をめざすとともに、教育課程や指導方法の改
善によって生徒に学び方やものの考え方を習得さ
せ、問題解決や探求活動に主体的、創造的に取り
組む態度を育成することが必要である。
　　また、本市高等学校においても、生徒の望まし
い職業観・勤労観の育成に資するものとして、大
阪の商工業の伝統の継承�発展を図るため、企業
での就業体験（インターンシップ）の実施につい
て積極的に導入を図るとともに、その成果を単位
認定することを検討すべきである。
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　　柔軟な教育課程と履修システム、そして、社会
人の学習ニーズにも応えられ、多様で高度な職業
資格取得コースを備えた、新しいタイプの高等学
校等の設置を検討する必要がある。�
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〔平成���（����）�年��月答申〕
　大阪市高等学校教育審議会は、大阪市教育委員会か
ら平成��（����）�年��月に、「��世紀を展望した本市高
等学校教育の在り方について－大阪市におけるまちづ
くり・ひとづくりの施策を踏まえて－」の諮問を受け
るとともに、諮問に際して、主な検討事項として次の
�点が示された。
①　大阪市の特色を生かした高等学校教育の在り方について
�　社会の変化に対応する高等学校教育の在り方について
�　個性を生かす高等学校教育の在り方について

　　本審議会は、これらの事項のうち�について審議
を行うとともに、同時に�についても審議しておく必
要があったため、並行して審議が重ねられ、第��次答
申として出された。その概要は、次のとおりである。
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　今日、国際化、情報化や科学技術の進展、環境問
題への関心の高まり、少子高齢社会の到来など、社
会が急激に変化する中で、��世紀を生きる人材を育
てるためには、創造力豊かな人間性を育む教育を推
進しなければならない。そのためには、教育課程の
弾力化を図り、学校間の連携を推進して各高等学校
が有する教育資源を相互に活用するとともに、社会
に開かれた学校づくりを一層進めなければならない。
同時に、教員については、社会の変化に対応し得る
専門性と実践的指導力の向上が強く求められており、
今後、教員の資質向上のための取り組みを一層充実
させていくべきである。そのためには、次のような
方策を検討する必要がある。
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　中学校の教育の基礎の上に、高等普通教育及び
専門教育を施すことを目的として設置されている
高等学校においては、学習内容をより深く高度に
学ぶなど専門教育に特化していくことが重要であ
る。また、同時に生徒の選択の幅を広げ、選択科
目や学校設定科目の履修をとおして、生徒の興

味・関心、進路希望等に応じ、幅広く学ぶ仕組み
を整え、生徒の個性を伸ばす教育の展開にも配慮
すべきである。そのためには、高等学校間で可能
となるよう、相互に連携を進めるとともに、マル
チメディアを活用した、他の高等学校の遠隔授業
等により、単位修得できるシステムの検討が必要
である。また、高大連携についても一層充実すべ
きである。
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　近年、生徒の主体的な職業選択能力や職業観の
育成が一層求められている。そのためには、民間
企業等において、�実際的な知識や技術に触れ�、�自
己の職業適性や将来の進路について考える機会と
なるインターンシップを積極的に導入すべきであ
る。
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　民間企業や大学等の関係諸機関と連携した研修
など、教職員研修の内容・方法をも含めた組織的・
計画的な研修のあり方について検討しなければな
らない。
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　生徒が課題や目的に応じて、必要な情報を主体
的に収集・処理・判断・創造・表現し、受け手の
状況などを踏まえて発信・伝達できるいわゆる情
報活用能力の育成が急務である。
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　高度かつ多岐にわたる情報を取り扱う技術者等
は、高等学校段階の教育のみで育成できるもので
はない。しかし、高等学校においても関連する情
報機器を整備・充実し、ホームルーム教室や特別
教室からインターネットに接続するなど高度で多
様な情報通信サービスを享受できる学習環境を整
えるとともに、企業等の第一線で活躍する技術者
による指導にも配慮し、これら情報通信技術の基
礎の充実を図るべきである。
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　国際社会においては、相手の立場を尊重しつつ、
自分の考えや意志を表現・伝達できる基礎的な力
を育成する観点から、外国語の理解力や表現力等
の育成を図り、コミュニケーション能力を高める
ことが必要である。
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　現在、さまざまな面でアジア諸国との交流が深
まっており、今後、高等学校教育においても一層
アジア諸国に目を向けていく必要がある。このこ
とは、多文化共生社会の実現をめざす本市として、
これからの国際理解教育を進めるに当たっても、
十分に踏まえなければならない視点である。
　また、学校や地域の実態に応じて地域で行われ
る国際交流活動への参加や留学生などとの交流を
すすめ、合わせてインターネットなどの情報通信
ネットワークを活用して、外国の学校などとの国
際交流を積極的に推進していく必要がある。
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　これからの社会においては、高齢者や障害のあ
る人と共に生きていくという考え方をしっかり持
つことが必要である。そのためには、すべての高
等学校において自己を確立しつつ、他者を尊重す
る態度や尊敬する気持ち、他人を思いやる心など
いわゆる福祉マインドを身に付けていく教育を行
うことが大切である。また、「総合的な学習の時
間」を活用することなどをとおして、学校が地域、
家庭と連携してボランティア活動を積極的に学校
教育に取り入れることを早急に検討すべきである。
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　近年、生活水準の向上に伴う健康への関心の高
まりや生活様式・意識の変化により、市民の福祉
ニーズは高度化、多様化するとともに著しく増大
してきており、高齢者や障害のある人々へのより
きめ細かな介護サービスに対応できる専門的な知
識・技術を有する人材の育成と確保が不可欠と
なってきている。�こうした状況を踏まえ、�福祉関連
業務に従事する者に必要な社会福祉に関する基礎
的・基本的な知識と技術を習得させ、社会福祉の
理念と意義を理解させることをとおして、社会福
祉の増進に寄与する能力と態度を育成することが
必要である。これらの人材の育成を促進するため、
福祉に関する学科を設置して専門教育を行うとと
もに、工業科や商業科などの職業に関する学科に
おいては、福祉に関する技術開発など、新たな職

業域をも視野に入れた職業教育を行う必要がある。
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　本市では、平成���年に策定された「大阪市環境
基本計画」に基づき総合的な環境対策の推進に努
めてきたが、教育の面でも市民が健康で快適な生
活を営むことができるよう、これからも都市環境
の保全に積極的に貢献する必要がある。また、
「人と環境にやさしいまちづくり」を基本に、世
界の環境保全にも貢献する「環境先進都市」をめ
ざして、市民・企業と一体となった環境保全の行
動を展開していくことが必要であり、その点でも
教育が果たすべき役割は大きい。
　各高等学校においては、各教科などの連携を図
り、環境への理解を深め、環境を大切にする心を
育成するとともに、一人一人が身の回りのできる
ことから、環境の保全やよりよい環境の創造のた
め、主体的に行動する実践的な態度や資質、能力
を育成することが重要である。
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　環境教育はますますその重要性を増していくと
の認識のもとに、各高等学校においては、他の学
校における取り組みやさまざまな機関、団体、地
域などでの実践事例を踏まえ、学校や地域の特色
などを生かした具体的な取り組みを積極的に進め
ることが必要である。
　環境問題は学際的な広がりを持った問題であり、
各高等学校において環境教育を進めていくに当
たっては、各教科、特別活動などとの連携を図る
とともに、「総合的な学習の時間」の活用など、
学校全体の教育活動をとおして取り組んでいくこ
とが重要である。
　さらに、環境問題が地球全体の問題であること
を考えると、インターネットなどの情報通信ネッ
トワークを活用して、世界のさまざまな地域の学
校や施設などとの交流を進めながら取り組むこと
が必要である。また、環境問題に実際に携わって
いる自然環境保護の関係者や研究者等の社会人を
幅広く学校に受け入れることなども積極的に推進
されるべきである。�
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　大阪市産業教育審議会や大阪市高等学校教育審議会
の答申を踏まえ、表���のように工業高校や商業高校
などにおいて学科改編等が進められた。�
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　高大連携の基本的な考え方は、高校と大学等・産業
界との連携による先進的な教育システムの確立により、
明確な価値観を持ち、専門性の高い自立した個人の育
成を図ることとしている。
　市立高校��校と大学・大学院は、大阪市立大学をは
じめ府内の大学その他の教育機関��校、また、産業界

は府内に本社機構がある企業約���社と高度な職業教
育、専門における秩序と規律等を学ぶことをめざして
多彩な連携を図っている。
　また、市立高校は多様な専門学科を有していること
から、それぞれの学科が普通教育及び専門学科として
の基礎学力の向上のほか、コミュニケーション能力の
向上をめざして高大連携に取り組んでいる。
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　堺市教育改革審議会は、平成���（����）�年�月に、堺
市教育委員会から「��世紀に向けた堺市教育行政の在
り方について」を諮問された。その中で、同審議会高
校部会は、五つの審議項目の一つである「個性を生か
した高校教育について」、副題が「社会の変化や市民の
ニーズに対応した高校教育を踏まえた市立高校の在り
方について」を審議することとなった。
　その後、同審議会から平成���（����）�年�月に中間ま
とめが公表され、さらに、同年�月にはその答申が出
され、各々の市立高校の将来像が提言された。
　続いて、平成���（����）�年�月に堺市教育委員会は、

同審議会答申を踏まえ、堺市高校教育改革方針を策定
した。この中で、本市の高校教育改革については、最
近の国及び地方における教育行政の動向並びに不透明
な財政状況を考慮しながら推進しなければならないと
考えているほか、基本方針において、「時宜を得たより
的確な対応を図るべく、今後、国や府の動向も踏まえ
ながら、必要に応じて改めていくものとする。」ことが
示された。さらに、平成���（����）�年�月に「これまで、
中等教育学校及び単位制定時制高等学校につきまして
は、基本方針に沿って取り組んでまいりましたが、本市
の大変厳しい財政状況や行財政改革の取り組みの観点
から、高校改革方針を凍結することといたしました。」
という教育長名の文書が発表され、今日に至っている。
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岸和田市産業教育審議会�〔平成元�（����）�年��月答申〕
　高等学校における職業教育は、生徒一人一人の能力、
適性等を開発することをとおして、産業界各分野で必
要とされる技術を習得させ、有為な職業人を育成し、
産業社会の発展に大きく寄与してきた。しかし、今日
のエレクトロニクスを中心とした技術革新等による産
業社会の急速な変化や国際化等の進展は、多様な人材
と高い専門的職業能力を求めている。
　このような社会的要請に応えるため、これからの高
等学校における職業教育に求められるものは、豊かな
人間性を有し、社会適応能力・社会自立能力が高く、
しかも、優れた職業的能力を有する生徒の育成であり、
また、これからの国際化社会を生き抜くための広い視
野と国際性を兼ね備えた、柔軟でかつ創造性豊かな職
業人の育成ではないかと考える。
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　今日、我が国においては、主体的に社会の変化に
対応し得る有為な人材の育成が迫られている。この
ような時代的要請に応えるためには、次の観点を踏
まえた学校・学科の改善・充実と、それに基づく教
育計画の策定が必要である。
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　今日、高等学校教育における高学歴志向、普通
科への偏重傾向といった社会風潮の中で、職業教
育への深い認識と就学への意欲を高めるためには、
「魅力ある学校」、「特色ある学校」づくりの推進
が必要である。
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　岸和田市を取り巻く地域社会は、��世紀をめざ
し、大きく進展することが予想される。このよう
な変貌する地域社会の中にあっては、その産業社
会の発展に寄与する知識・技術を習得させるとと
もに、活力と創造性豊かな人材の育成を図ること
が重要であり、そのための教育内容の改善・充実
を図ることが必要である。
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　今日、職業高校へ入学する生徒の実態の中では、
生徒の能力、適性、興味、関心等に見合った教育
が可能なよう、柔軟な教育課程の編成に留意する
ことが望まれる。
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　これからの高等学校における職業教育を考えると
き、新しい社会の変化に対応する高度な専門的知
識・技術の習熟と同時に人間らしい豊かな心を育成
することが重要である。そこで、学科・教育課程の
編成に当たっては、次のような視点を踏まえて、そ
の改善・充実を図る必要がある。
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　優れた職業的専門能力を培うためには、その基
盤として幅広い教養と創造性、感性の育成、さら
には、その土台としての基礎的・基本的な学力を
しっかり習得させることが必要である。
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　これからの高等学校における職業教育は、変化
する産業社会の要請に応える職業人を育成すると
いうことと同時に、その前提となる社会の一員と
しての人間形成がまず先決であり、そのためには、
一般教養の習得に重点を置いた魅力ある教育課程
の編成が必要である。
　また、市立高等学校としての地域社会に果たす
役割という視点から、強い職業意識と実践力に富
む生徒の育成を図り、地域社会との連携をより一
層強固なものにするとともに、地域に開かれた職
業教育を推進する新しい産業高校像の創造が重要
である。
　さらに、これからの国際化社会への進展を考え
るとき、コミュニケーションの手段としての実用
的な外国語を身に付けるとともに、外国の歴史・
文化にも目を向ける国際性豊かな生徒の育成を図
るための外国語教育も充実が求められる。
　また、生徒間の国際交流等についても配慮し、
国際社会の一員としての国際感覚の涵養について
留意すべきである。
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　これからの高度技術化・情報化・国際化といった
社会の変化に的確に対応するとともに、地域の産業
経済の期待に応える実践力や応用力・創造力を合わ
せ持った人材を育成するためには、既存の学科・教

育課程を魅力ある、特色あるものに改善・充実する
とともに、その教育諸条件の整備・充実にも目を向
ける必要がある。
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　サービス化・ソフト化がさらに進展するであろ
う今後の産業社会の中で、生徒のニーズに応える
とともに、地域の産業経済の求める広い視野で創
造的な国際感覚を有する生徒の育成に視点をすえ、
それぞれに学科の再編成を図ることが必要である。
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　○　現行の商業科としての単一的な枠にとらわれ
ることなく、「国際コース」（仮称）、「情報処理
コース」（仮称）を中心とした学科内選択コー
ス制を考えていくべきである。

　○　より高度な専門性の習得をめざす生徒のため
のコースの設定についても配慮し、生徒の進路
の多様化に応じる必要がある。

　○　生徒の適性、個性の伸長に資するため、�学
年においては共通履修として、�学年よりコー
ス選択履修とし、豊かな職業的専門性の育成を
図ることが望まれる。
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　○　現行の繊維にかかわるデザインも含めて、
「デザイン」ということに基本をすえた学科、
いわゆる「デザイン工芸科」（仮称）へと再編
成することが必要である。

　○　デザイン系学科として、特に、デザインの基
礎・基本の習熟に視点を置いて、その教育内容
を構想することが重要である。また、質的に高
いデザインの追究をとおして生徒一人一人の感
性・感覚を高める学科としてのあり方も検討す
べきである。
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　　社会のさまざまな変化、特に、情報化・国際化
　の進展、さらには個性化の方向を踏まえた高等学
　校職業教育における教育課程の編成に当たっては、
　地域の産業経済が今、何を教育に期待しているの
　かを踏まえて、生徒の興味・関心にも十分配慮し
　ながら、次のような観点から編成されることが望
　ましい。
　○　資格取得の充実
　○　特色ある特別講義の開設
　○　現場実習の充実と課題研究の積極的な導入
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　○　商業科の学科としては、「簿記検定」や「珠
算検定」に重点を置くことはいうまでもない。
さらに、実用的な「英語検定」、「情報処理検定」、
「ワープロ検定」といった資格取得につながる
教科目を設定し、生徒の目的意識と意欲的な学
習活動を推進することが重要である。

　○　地域の企業第一線実務者による多彩な特色あ
る特別講座、例えば、観光産業・空港関連事業
の講座等を設定し、職業人としての実践力を培
うとともに、豊かな教養と情操の陶治に努める
ことが大切である。

　○　単なる実習結果を追求するのではなく、生徒
の課題意識を明確にし職場実習のあり方を追究
するとともに、新しい教科目としての課題研究
学習の積極的な導入が必要である。
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○　デザイン系の学科の特性を踏まえた学校内ラ
イセンス・ランクを設定し、生徒の学習への意
欲を高め、将来の資格取得につなげていくこと
が大切である。
○　繊維に関連した「衣」、「住」にかかわるデザ
イン、さらには質的に高いデザインの追究にか
かわりのある特別講座や環境デザイン等、生徒
の今日的なニーズに応える特別講座を設定する
ことが必要である。
○　生徒の感性・感覚をより豊かにする職場実習、
柔軟な思考力や創造性の育成につながる課題研
究学習の充実を図ることが重要である。
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　社会の構造的な変化の中で、教育の生涯化・生
活化の広がりが要求されている。このため市立産
業高等学校においても、その施設・設備等物的人
的資源を広く地域に開放・還元し、その向上に貢
献することが望まれる。そこで、商業科において
は、商業関係、情報処理等、実務に主眼を置いた
開放講座、繊維工芸科においては、デザイン関係
を中心とした開放講座の推進を図るべきである。
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　高等学校における�か年の職業教育をより深化
させるとともに、資格取得の充実を図るためには、
継続教育の場として、差し当たり専攻科の設置に
ついても考える必要がある。その具体化に当たっ

ては、生徒の実態、地域の産業構造の実情を十分
踏まえて検討する必要がある。また、地域の職業
訓練短期大学校等高等教育機関との連携は、カリ
キュラムの編成等の中で配慮し、生徒の進路につ
なげていくという方向付けが必要である。

��������	
�	�


　学科や教育課程の改善・充実に当たっては、優
れた資質と高い専門性を有する教職員の確保が重
要である。そのためには、技術革新の進展や産業
社会の変化を把握し、的確に対応し得るよう、現
職教員を第一線企業・研究機関へ派遣し、研修機
会の充実に努めることも必要である。

��������	
��
��

　明確な目的意識や学習意欲、学科の特性にふさわ
しい能力や適性を持った生徒の就学は、生徒一人一
人の能力の開発に資するとともに、学科としての特
色を高め、充実した学校生活の実現につながるので、
このような観点から入学者選抜方法の改善について
も考慮すべきである。
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　市立産業高等学校における定時制の課程は、歴史
と伝統を有し、多くの人材を輩出して、その産業経
済の発展に大きく寄与してきた。しかし、今日の高
等学校全日制の課程へのニーズの高まりや生徒数が
減少する中で、生徒の意識や実態の変容と相まって、
定時制の課程本来の役割を遂行することが困難に
なってきている。このような状況の中で、今後の定
時制の課程のあり方については、国及び大阪府の施
策の今後の動向を踏まえ、次のような視点に立って
十分検討する必要がある。
○　勤労青少年の教育機会を確保するため、今後と
も柔軟でかつ特色のある教育課程を編成し、生徒
の学習意欲を高めるとともに、職業的実践力のよ
り一層の充実に努める。
○　社会の構造的な変化や市民から学習への要請の
高まりの中で、生涯学習体系に基づいて、開かれ
た定時制の課程として、社会人の学習要求にも応
えるため、専門的科目・講座等を在校生と社会人
とが共修することができるよう、その在り方につ
いての検討を要する。
☆　岸和田市立産業高等学校全日制の課程は、岸
和田市産業教育審議会〔平成元�（����）�年��月〕
の答申の趣旨を踏まえ、平成��（����）�年�月か
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ら、「繊維工芸科」（�学級）を「デザインシス
テム科」（�学級）に学科改編するとともに、「商

業科」（�学級）に情報コース、会計コース、
国際ビジネスコースを設置した。�
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岸和田市立産業高等学校長〔平成���（����）�年�月〕
　これまで時代の進展・社会の変化に対応しうるべく
さまざまな特色ある学校づくりに努めてきた。特に、
平成元年の岸和田市産業教育審議会の答申に基づき、
平成���年度より商業科に三つの学科内選択コース制
�（情報・会計・国際ビジネス）を導入し、豊かな職業的
専門性の育成を図ってきた。
　しかしながら近年、技術革新、国際化、情報化、少
子高齢化等による社会の変化や、それに伴う就業構造
の変化とともに職業において必要とされる専門能力の
高度化が進んでいる。また、生徒一人一人の多様な個

性を生かし、自ら学び、自ら考え、自ら判断する等の
「生きる力」を育成するための教育の展開が求められ
ている。
　そこで、これらを踏まえ、将来のスペシャリストと
して必要とされる専門性の基礎・基本を培うとともに、
自分の得意な分野で技術や技能をしっかり身に付け自
らの職業観・勤労観を確立し、誇りを持って社会で活
躍しうる人材の育成を図るという観点から、現在の情
報コースを「情報科」として独立させ専門の教育内容
の充実を図りたいと考える。
☆　岸和田市立産業高等学校全日制の課程は、商業科
�（�学級）の「情報コース」（�学級）を独立させ、
平成���（����）�年度「情報科」（�学級）に改編された。
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　府内の衛星都市立の工業高校や商業高校における学
科改編等の状況の推移は、表���のとおりである。�
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　今から��年前の昭和���（����）�年、それまで上昇傾向
を続けていた景気は、昭和���（����）年に円高不況にな
り、時代が平成に変わり景気は一時持ち直したものの
平成��（����）�年バブル経済は崩壊した。昭和���（����）
�年の国勢調査では、農林漁業人口が�割を切り、この
ような農業の現状を目の当たりにして、平成元�（����）
�年に��万人を超えていた全国の農業高校生の数は減少
の一途をたどり、今や��万人を割るのも時間の問題と
いう状況となっている。　このように、農業教育の分
野においては、ここ��年余りの間生徒数の減少等から
厳しい状況が続いている。
　一方、国においては、昭和���（����）�年に理産審答申、
昭和���（����）�年の臨教審最終答申及び教課審答申が出
されるとともに、平成元�（����）�年には学習指導要領が
改訂され、平成��（����）�年には「スペシャリストへの
道」の報告書が公表された。
　このため、全国農業高等学校長協会においては、平
成��（����）�年に、農業教育特別検討委員会を設置し、
平成��（����）�年に「��世紀を展望した農業高校の在り
方と活性化策―農業教育の意義と農業高校の役割―」

と題する報告のまとめなどを行い、農業教育の活性化
に努めている。
　また、農業教育特別検討委員会と並行して、文部省
に「農業教育の在り方に関する調査研究会議」が設置
され、「スペシャリストへの道」の提言を具体化するための
方策が検討されたが、その中で次の�点が重視された。
①　農業及び農業関連産業を取り巻く状況の変化を
踏まえ、農業教育の分野を見直し、グリーンツー
リズム、動物及び園芸セラピー等を扱う「ヒュー
マンサービス」の分野を設定した。
②　農業高校の課題と充実策
○　目的意識を持ち、しかも意欲ある生徒の入学促進
○　生徒の自主的な学習促進
○　基礎�基本の徹底
○　自己教育力の育成
○　社会の変化への対応
○　大学等への継続教育の推進
○　開かれた学校づくり
などが論じられている。
③　農業の担い手を育成するための中核的な存在で
ある「自営者養成農業高等学校」の在り方を見直
し、�名称を「農業経営者育成高等学校」に改める。�
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　全国工業高等学校長協会においては、工業教育の活
性化のためのさまざまな取り組みが行われてきたが、
その主なものは、次のとおりである。
　平成元�（����）�年以降は、中教審、教課審、理産審な
ど国の教育改革への取り組みが軌を一にして行われ、
まさに明治以来の教育大改革の時代といえる。
　本校長協会も社会情勢の変化に積極的に対応し、国
の審議結果や施策を待つまでもなく、各種の特設委員
会を設置して工業教育の活性化の基本的並びに緊急を
要する課題を研究し、さまざまな解決策の提言を行っ
た。平成��～��（����～����）�年度には、工業教育理念

検討委員会及び産業技術大学推進委員会の報告をまと
めるなど各種の活性化事業を推進させた。
　また、平成��（����）�年に文部省初等中等教育局長の
私的諮問機関として発足した「職業教育活性化方策に
関する調査研究会議」が、翌年�月に最終報告書を出
したが、本報告書は、従来の職業教育の概念を一新し
た画期的なものであった。このため、本校長協会では、
早速具体的な活性化策の検討に入り、平成��（����）�年
�月に報告書を発表するなど、工業教育の活性化につ
いて、従来にない積極策を打ち出した。
　さらに、第��期中教審から学校週五日制を視野に入
れた中間まとめが発表されると、それに対応して平成
��（����）�年�月に教育課程モデル案研究委員会を発足
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　全国商業高等学校長協会においては、昭和���（����）
�年�月に商業教育���周年記念式典が盛大に開催され
た。�また、�本校長協会に、�就職対策委員会を設置し、�高校
卒業生の雇用促進のための企業訪問活動を開始すると
ともに、昭和���（����）�年度から、全国高等学校長協会
と協力し、就職協定に関する要望活動を展開してきた。
　さらに、臨教審、中教審、理産審などの答申・提
言・報告書等に対応するため、各種の委員会や研究部
を設置し、活性化事業に積極的な取り組みが行われて
きた。その結果は、本校長協会総会や全国商業教育研
究大会等で報告された。例えば、平成���（����）�年�月
の学習指導要領の改訂に伴い、商業教育対策委員会を
設置し、「社会の変化や産業の動向等に対応した商業

教育の在り方－新学習指導要領に基づく教育課程編成
上の課題－」の報告が行われた。平成���（����）�年�月
には「高等学校学習指導要領の実施に向けて－新学習
指導要領に基づく教育課程の編成例－」、同年��月に
は「就業構造や産業構造の変化に対応する就職指導の
あり方」、平成���（����）�年�月には「��世紀における商
業教育の在り方－大学から見た商業教育－」、同年��
月には「��世紀における商業教育の在り方－商業高校
から大学進学－」等の報告が行われた。平成���（����）
�年��月には「��世紀における商業教育の在り方－商業
高校における学校改革－」が本校長協会から発表され、
全国商業教育研究大会でその内容等が研究協議された。
　その他、資格取得や教員研修などについて、時宜を
逸することなく的確にとらまえ、積極的な取り組みが
行われてきた。

させ、学校週五日制に対応するカリキュラムを研究し、
��月には中間まとめを発表した。その後、平成�
�（����）�年�月には�次報告書、翌年�月には最終報告
書を発表し、就業体験や開かれた学校づくり、本校長
協会の活性化などについて大胆な提言を行った。平成
��（����）年�月には、「新工業教育理念検討委員会」を
発足させ、��世紀の工業教育の在り方について検討し、
翌年�月にはそのまとめの一環として、工業高校生の
ものづくり教育についての提案を行った。このほか、
全国生徒研究成果発表コンクールやロボット相撲大会

などの技を競い合う活性化イベントを開催し、生徒の
ものづくりに対する望ましい姿勢や発想の柔軟さの育
成に努めた。この結果、生徒の学習や研究意欲が増進
し、大きな成果をもたらした。
　また、全国産業教育フェアには研究発表や作品展示、
ものづくり競技会、工業教育への啓蒙などに積極的に
参加し、工業科生徒の学習意欲の向上や工業教育の一
層の活性化に役立てた。その他、活性化セミナーの助
成事業、オーストラリアの工業高校生との国際交流事
業も展開した。�

�



��

��������

　　　
�������	

　文部省では、平成��（����）�年度から開催地の都道府
県教育委員会、その他産業教育に関する団体等との共
催により、「全国産業教育フェア」を開催している。そ
の趣旨・目的は、産業構造・就業構造の変化や高等学
校教育の著しい普及に伴う生徒の能力、適性等の多様
な実態に応じた教育課程等の一層の多様化、弾力化が
求められ、職業教育の果たす役割が期待されている。
このため、産業界、教育界はもちろん国民一般に産業
教育について考える機会を提供し、新たな産業教育の
在り方を探り、さらにより多くの人々に産業教育に対
する理解と協力を促すことを通じて、新しい時代に即
した高校における産業教育の活性化を図るとともに、
より一層の振興を図ることとし、第�回は千葉県で開
催された。全国産業教育フェアの本府版である「大阪
府産業教育フェア」は、府教育委員会の指導のもと、

平成��（����）�年度から毎年開催されており、本府で職
業教育を受けている生徒が、学習をとおして修得した
技術・技能に基づいた作品を一堂に展示等するもので、
府民に産業教育を広く啓発する目的で開催されている
ものである。
　前身は、平成��（����）�年度にＪＲ天王寺駅の近くで
開催された「大阪府立実業高等学校生徒作品発表大会」
であり、会場のレイアウトや運営経費の調達等につい
て多方面から賛同を得ることができ、文字どおり手づ
くりそのものであった。
　以来、平成��（����）�年度からの大阪府産業教育フェ
アは、「専門学科を設置する府内の高等学校の生徒に、
職業教育の成果等を総合的に発表する場を提供するこ
とにより、中学校の生徒、教職員をはじめ、産業界及
び府民に職業教育に対する理解を深め、新しい時代に
即した職業教育の活性化を図るとともに、その振興に
資する。」ことを目的として開催されてきた。

�����

�����

　　　
���������	

　中学生の高校への体験入学は、全国的には昭和��
�（����）�年度に山口県の一部の職業高校が学校開放講座
として実施したものが始まりといわれており、以来、
年々実施する都道府県が増えてきた。昭和���（����）�年
度には��、昭和���（����）�年度には��、昭和���（����）�年
度以降はすべての都道府県で取り組まれている。
　本府においては、昭和���（����）�年度から職業高校で
実施され、現在は、職業高校のみならず多くの普通科
や専門学科でも開催されている。
　また、中学生の高校への体験入学は、①進路情報の
観念的な理解が具体的理解に変わってくる、②明確な
目的意識を持って高校へ入学する生徒が多くなってく
る、③入学後の適応がスムーズである、④保護者や教

員の参加により、特に職業学科に対する理解が深まる
などの効果がある。このため、中学校の生徒や教員、
保護者等からも好評を博しており、生徒の能力・適性、
興味・関心等に応じた適正な進路指導の推進のために
も、より一層の拡充、内容の充実が望まれる。
　なお、体験入学の内容は、概ね次のようなものと
なっている。
○　オリエンテーション�（学校�・�学科紹介、�進路説明）
○　施設・設備見学
○　授業見学（高校の授業への参加等）
○　体験学習（機械操作、ものづくり、測定、コン
ピュータ実習等）
○　その他（高校在校生との交流、保護者や中学校
教員との懇談会、体験発表、高校在校生との懇談
会、部活動の見学・体験、進路相談等）
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　産業教育を担当する教員は、技術・技能の進歩が非
常に激しいため、常に自分の知識・技術を確認しなが
ら、日々研鑚に努めなければならない。文部科学省に
おいても多くの研修や講座を開講している。その中で
も、「産業教育内地留学」は、昭和���（����）�年以来最も
長く続いている研修である。
　また、府教育委員会をはじめ、大阪市教育委員会、
全国農業高等学校長協会、全国工業高等学校長協会、
全国商業高等学校長協会、全国高等学校長協会家庭部
会や企業等においても、さまざまな産業教育にかかわ
る研修が実施されており、産業教育を担当する教員が
研修を受ける機会は多くある。

　特色的な研修に府教育委員会により実施されている
高校の「職業教育担当教員企業派遣研修」がある。本
研修は、平成元�（����）�年の府学教審答申において、職
業高校の活性化施策として、職業学科を担当する教員
の企業派遣研修の必要性が提唱され、平成��（����）�年
度から始められたものである。目的は、「高等学校職
業教育担当教員を一定期間企業に派遣し、技術革新の
進んでいる企業の実態を直接体験し、専門分野の新し
い知識・技術を修得し、指導者としての資質の向上を
図り、併せて職業教育の一層の活性化に資する。」こと
である。平成��（����）�年度は、職業高校��校��人が��
社に派遣され、期間は��日程度（短期）と��日程度
（長期）で、研修内容は情報技術、メカトロニクス、
新素材、バイオテクノロジー等であった。�
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　本事業は、「時代の進展に対応できる人材の育成に
努めるため、産業界において豊かな実務経験を有し、
職務上の識見の高い専門家を講師として招聘し、職業
教育の一層の活性化を図る。」�ことを目的としている。

　招聘する分野は、先端技術関係の情報技術、メカト
ロニクス、新素材、バイオテクノロジー、その他工業
管理技術や管理システム技術、新エネルギー、デザイ
ン、インテリアなどである。また、先端技術の分野以
外では、特殊な技術を必要とし、生徒に対して教授す
ることが有意義と認められる分野の研修とされている。
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　職業資格の取得は、専門教育の特色を生かすととも
に、スペシャリストとしての資質を身に付けることに
つながっており、さらに高度な資格の取得に専門高校
の生徒は意欲的に挑戦している。その結果、通常困難
と見られている資格も取得しており、大きな成果をあ
げている。
　資格の種類には、国家資格や各高等学校長協会、試
験センターなどの主催するものがあるが、その主なも
のは、次のとおりである。�

①国　家　資　格：造園技能士、造園施工技術者、情
報処理技術者試験、初級システムアドミニストレー
ター試験、電気主任技術者等
②各高等学校長協会：高等学校造園技術検定、計算技術
検定、ワープロ検定（工業・商業）、ＣＡＤ検定、
情報処理検定、簿記検定、家庭科技術検定（食物・
被服・保育）等
③試験センター等：園芸検定、販売士、愛玩動物飼養
管理士、刈払い機取扱作業従事者、小型車輌系建設
機械特別教育、危険物取扱者、ボイラー技士、工業
英語能力検定、電気工事士、コンピュータ利用技術
検定、珠算、情報処理検定等

�

�

�


